△総務消防委員会

8月19日

　審査に先立ち、津田委員長から、傍聴者からドキュメンタリー制作のため、①意見陳述の部分、②その前後の委員長発言部分、③としてできれば参考人の質疑の部分についてもビデオ撮影したい旨の申し出がでている。委員長としては各委員の意見を聞いた上で判断したいので、各委員の意見を聞かせてもらいたいとの発言があり、委員発言の後、津田委員長から、各委員の意見を聞いたところ意見が分かれている。また、意見陳述の部分については是非撮影をしたいいう申請者の思いもあることから、委員長としては、意見陳述の部分とその前後の委員長発言の部分について、ビデオ撮影を許可するとの発言があった。

（発言の内容）

◆（丸尾委員） 会派でも、ビデオ撮影に関して議論いたしました。委員長から３点について、どうだろうかということですけれど、開かれた議会としては、原則として公開していく中で、ビデオの撮影なんかも了解とするべきだという意見もありますが、ただ問題は、昨今、ビデオ撮影されたものを変な形で編集されたり、継ぎはぎされたり、ここだけカットして、ここだけは強調したりとかいうようなされ方をすると、非常に我々、その辺も危惧をしております。

　そういう中で、そういうことをなさらないという良識に訴えて、ビデオ撮影もいいんじゃないかと思っておりますけれど、皆さんの意見の中で、委員長の御判断にお任せをしていきたいという話になりました。

　以上です。

◆（寺坂委員） まず、議会本来の部分でいうと、文書主義ということが上げられると思うんですけども、その文書主義の中で、きちっとした形で公開されればいいとは思うんですが、ただ、丸尾委員おっしゃるように、ビデオ撮影については、委員長の許可のもとにその都度協議すると例規ではなっているので、基本的に、スタンス的には反対なんですけども、そういった委員長の判断を仰ぐということで、もし必要な部分があればこの場で協議していけばいいかなとは思うんです。基本的なスタンスでは反対したいと思っています。

◆（早川委員） 文書主義やという御意見があるのは重々承服するんですけど、本会議場でもインターネット中継を行って公開を進めていると、今年度からは予算特別委員会もインターネットを入れてくると、おいおい常任委員会も、財政さえ許せば、この部屋もインターネット中継できる、全面公開を視野に入れた取り組みを、議会改革の中でやっている御時世ですので、撮りたい方がおられるなら、私どもは公開すればいいと思ってるんです。

◆（杉山委員） 議会は公開すべきだということは、これはもう原則で、そのためには、当然議会がインターネットで中継して市民に公開していることもありますし、当然傍聴も認めておりますし、それと本来、当事者の方がビデオ撮影するのと公開とはイコールじゃないと思うんですね。

　ビデオ撮影したいと、そういう希望があるのはわかりますけども、それをどのような形で編集して、どのような形で放映とか上映するというのを、これは一たん撮影したものを、私たちがこのようにしろということはできませんし、そういう点では非常に、一たん認めてしまったら、あとは自由にしてくださいというわけにもいかないと思うんで、基本的には、気持ちはわかりますけども、できれば、陳述者の方が自分の姿を写したいということだったら写せばいいと思いますし、その辺では認めてもいいんじゃないかなと思います。

◆（都築副委員長） 本会議から予算審議を含めて公開になってきてますから、いずれ常任委員会も公開ということになっていくと思ってますから、ビデオ撮影をやっていただいてもいいんじゃないかなと思ってます。

◆（吉岡副委員長） 去年、健康福祉委員会で同様にビデオ撮影のあれがあったわけですけども、基本的には委員長の御判断でよろしいかと思います。

　私自身は、写していただいても結構－－もちろん二次的な使用ということについて、一定の制約、これは担保とれない話ではありますので、良識にお任せするしかないですけれども、公開ということでは、よろしいかなと思います。

◆（辻委員） 先ほどからも出ておりますように、インターネット中継ですね、本会議、それから今度、議員総会室も入ると。その議論の過程では、委員会室も入れたらどうやということもありますし、それから議事録についても、要点筆記から発言そのままという方向にありますので、結構ではないかと思います。

◆（杉山委員） ちょっと皆さん、本会議とか委員会のインターネット放映とビデオの撮影を、何かイコールみたいな形で発言されてるように聞こえるんですけど、基本的には議会のインターネットの中継は議会が責任を持って市民に公開するということで、その編集も放映の責任も全部議会が持つということなんですね。

　ビデオ撮影というのは、それを二次的にどう使うのかというのは、私たちの姿が見えないということで、ちょっと違うと思うんで、その辺の整理を、ちょっと委員長、皆さんにも聞いていただきたいなと。

◆（早川委員） インターネット中継、今やってるやんか。直線的にダビングできないというのはわかってんねんけど、あれをチューナーつきのパソコンに落としてビデオデッキにつなげば当然録画できるんだけど、その二次的利用は、著作権の制限かけてんの、今。

◎（事務局） 基本的には、インターネット中継、これの第一の目的というのは、傍聴に来られない方に同時で見られるというのは一つの利点だというふうに考えてます。

　それに比べまして、今のインターネット、こういうふうに発達した時代の中においては、当然録画で見れるということを想定しておりますので、今言われてるそういうケースというのは、実際には起こり得るかもわかりませんけども、本来の目的は議事録が正確にでき上がるまでの間、その間について、来られなかった方について、見れるという部分を保障しようという考え方に立ってやっておりますので、ちょっとその議論というのは別物かなと思います。

◆（早川委員） インターネット中継云々の話が出てますけども、公開ということを考えたときに、何で映像で撮って帰られるのがあかんのかというのが、確かに言われてる二次的利用云々の話ですけど、議会が流してる放送そのものも、一次利用は普通の傍聴の延長線上ですけども、方法を使えば、別にその方の発言を編集することも可能な状況で出してるわけで、編集される方の良識に私たちは、傍聴者の良識に従って運営をしていかないと、変に使われるということを前提に物事を考えていくということは少し違うんじゃないかなと。

　インターネット中継であっても、傍聴者のうちのどなたかが撮られて、来られない方のために放映されるという自由を私は守るべきだろうと思いますので、私はそういう意見を持ってます。杉山委員の意見に対しては、そういうお答えをさせていただきます。

◆（丸尾委員） 折衷案じゃないけれど、委員長が判断していただくときに、例えば記録を残したいという形で、そういうふうに僕は思ってるんですけれど、それでしたら、例えば陳述の部分だけでも、頭にしはる部分だけを撮っていったらということでしてもいいんじゃないかなとは思います。原則公開を尊重する中で、委員長の判断にお任せしたいと思います。

◆（寺坂委員） 先ほど反対させていただいたんですが、委員長は私どもの会派で出させていただいている部分もあるので、反対はなかなかしにくいかなということなんで、委員長にお任せしたいと思います。

　以上です。

◆（早川委員） 意見陳述の部分だけでもいいんだけど、向こうがわかりやすくするために、委員長が次第を読まれるときに、委員長の前振りも別にいいんちゃいます。審議の部分について御抵抗があるみたいなんで、委員長が次第を読まれる議事次第とその前後ですよね、つながんと記録になりにくいんちゃうかと思うんやけど、それぐらいはいいんちゃいます。

（審査事件）

△議案第74号 「尼崎市を非戦の街に」市民平和条例について

　最初に、防災対策課長から、議案書に基づき説明があり、続いて、津田委員長から、前回の委員会において決定した条例制定請求代表者の意見陳述機会の付与方法を条例制定請求代表者５人へ通知したところ、高島ふさ子氏、宮城正雄氏、中村大蔵氏、原田昇氏、近藤伸一氏の５人から意見陳述の申し出があったとの発言があり、順次、意見陳述を行った。

（発言の内容）

◎（条例制定請求代表者［高島氏］） 委員の皆さん、おはようございます。私は、武庫元町に住んでいます高島といいます。よろしくお願いします。

　尼崎市に平和無防備条例をめざす会の事務局長をしております。本日は、こういう陳述の機会をいただきまして感謝いたします。

　私のほうからは、「尼崎市を非戦の街に」市民平和条例の提案趣旨を述べさせていただきます。

　４月25日から５月25日にわたり、直接請求署名を実施し、地方自治法第74条第１項にのっとり、１万5,632筆の署名を提出いたしました。これは、有権者の25分の１が署名したことになります。有効数は１万3,913筆です。

　条例案前文にあるように、戦争につながるものを拒否し、恒久的な平和のために不断に努力をする決意のあかしとして条例案を提出しています。

　目的は、憲法の平和主義の理念を実現し、尼崎市の世界平和都市宣言、核兵器廃絶平和都市宣言を具体化するものです。

　この条例案には、２本の柱があります。

　一つは、平時から平和なまちづくりを進めることです。

　市の努力としては、平和外交を進め、関係諸国・機関へ働きかけることを挙げております。第７条では、平和施策を実施するために平和のまちづくり基本計画の作成と推進委員会の設置を提案しています。

　もう一つは、これは尼崎市国民保護計画にも書かれているんですけれども、平和への努力を重ねてもなお武力攻撃などが発生したときに、つまりこういうことがあってはならないことですが、武力攻撃が差し迫ったときに、一般市民の命を守るためにどうするのか、それがジュネーブ条約に基づく無防備地域宣言等の第６条の後半です。

　ジュネーブ条約追加議定書は、戦火によって多くの一般市民の命が奪われた第２次世界大戦、近年ではベトナム戦争の教訓から生まれ、命を守るために平時からの徹底的な軍民分離を原則としています。この精神を取り入れてまちづくりをすることが、市民の生命、財産を守るために極めて有効であると考えました。

　国際法を遵守する義務は、憲法98条に定められています。武力攻撃事態法（国民保護法）にも明記されています。日本は2004年に批准したので、国は国内法を国際条約に合ったものに整備する義務があります。尼崎市が本条例を制定すれば、地方から国際法遵守の強力な発信となると考えます。また、戦争につながるものを持ち込まないでほしいという市民の願いに一層沿うものです。

　第３条で市民の基本的人権の尊重と平和的生存権の保護を市の責務としてうたっております。

　議員の皆様への要望ですが、ぜひ本直接請求をきっかけに、武力攻撃事態となったとき、尼崎市が地方自治体として市民の生命、財産を守るために独自で何ができるのかを御論議いただきたいと思います。

　署名期間中に寄せられた市民の声は、尼崎市の平和都市宣言を日常的に具体化する条例は必要だというものでした。有事立法の成立やイラクへの自衛隊派遣、恒久派兵法も検討されている今、子供や孫には戦争のない世界を手渡したいという市民の切実な願いを私たちは感じました。尼崎市が勇気を持って条例を制定すれば、平和なまちづくりへ市民の積極的な意欲を引き出し、平和で住みよい尼崎市をつくる大きな一歩になると考えます。多額の予算を必要とするものではありません。市民が十分に支え、協力は惜しみません。

　何分、市民発の条例案ですので、条例として不備な点、細部における未完成の点が多々あるかと思いますが、これは市民からの平和なまちづくりのビジョンであるということを酌み取っていただいて、ぜひ徹底審議をお願いする次第です。

　これで終わらせていただきます。

◎（条例制定請求代表者［宮城氏］） 宮城正雄でございます。私は、昭和２年、沖縄県で生まれ、現在81歳です。

　昭和18年３月、16歳のときに滋賀県の軍需工場に働くために島を出ました。当時は、まだ沖縄には軍隊はなく、平和な島でした。これが、２年後に、あの地獄のような戦争が、地上戦があるなんてことは思いもよりませんでした。

　私の母は、米兵の銃に撃たれて即死、小学校の同級生36人も郷土防衛隊として戦場に送られ、18歳の若さで全員戦死しました。沖縄地上戦については、もっと話をしたいんですけれども、時間に制約がありますので、１点だけ申し上げます。

　それは、沖縄の地上戦のときの島田叡沖縄県知事のことであります。

　島田さんは、神戸二中、今の兵庫高校の御出身で、東京大学を出られて、大阪府の内政部長をしておられた昭和20年１月、沖縄県知事を任命されました。その前年、昭和19年10月10日、那覇市は大爆撃に遭いました。朝の７時から夕方の４時まで、９時間に及び、延べ900機の爆撃機で那覇市は全滅しました。県庁もなくなっておりますので、壕の中でおびえていた当時の泉知事は、東京出張と称して軍用機で東京へ逃げてしまい、沖縄に戻ってきませんでした。その戦火の中に行くということは死にに行くということであります。島田家では、美喜子夫人を初め御家族の大反対に遭いましたけれども、私が行かないと、だれかが行かないかんねやということで、決死の覚悟で沖縄県知事に１月31日に赴任しました。

　島田さんは、あすの命のない沖縄の県民を哀れみ、いろいろと愛の手を尽くしましたけれども、同年５月、日本軍が最後の作戦会議をするために各部隊を集めて会議を開いたんですけど、そのときに島田さんはオブザーバーとして出席されて、軍と行動をともにしている住民を知念半島に移し、そこを無防備地帯にするということを米軍に伝えるよう提案したんですけれども、日本軍は聞き入れず、あくまでも本土決戦を延ばすという作戦で、住民を巻き添えにした地上戦になったのであります。

　戦争にも幾らかのルールがあると思います。それは、非戦闘員である住民を殺傷してはいけないということであります。もし、島田知事のこの提案を軍が承知しておれば、沖縄の犠牲者、４人に１人が死ぬという残酷な地上戦はなかったと思います。

　最後に、私は、この平和運動が全国に広がって、徴兵制度の復活が阻止されることを願ってやみません。

　以上でございます。ありがとうございました。

◎（条例制定請求代表者［中村氏］） 中村です。今回の条例制定請求運動が、市民による市民主体の平和のまちづくりの一貫であるということをまず申し上げたいと思います。

　戦争を願う市民はいないと思います。しかし、過去の歴史をひもとけば、戦争、戦乱のなかった世紀はありません。それどころか、地球上には、今なお国権を発動した戦争が続いています。

　戦闘勃発は、ある日突然の砲撃で始まりますが、戦争はそのはるか以前から準備されております。それは、市民がいつもと変わりない日常生活を送っているときなのです。そして、我が身に火の粉が降りかかったときには、もう歯どめのきかない状態に陥っていたことは歴史の示すところです。

　1945年の日本の敗戦、終戦に至るまで、私たちは国内外で甚大な被害を受け、与え、おびただしい犠牲を繰り返してきたことは、なお記憶に新しいものがあります。その結果と反省から、私たちは平和憲法と称される現憲法を実現させただけでなく、地方自治、地方分権という成果を手に入れることができたのです。

　地方分権とは、すなわち地方主権、地域主権なのであります。地方主権とは、当該地域のありようを、まずそこの地域住民の選択と決定にゆだねることであります。

　現憲法が世界に誇り得るものに戦争放棄をうたった第９条はつとに有名ですが、これは韓国９条の会が生まれたように全世界に敷衍し得る内容を持っています。さらに、旧憲法に比してさん然と輝いているのは、前文で高らかにうたった主権在民、そして第25条の生存権とともに、第92条、地方自治の基本原則です。

　戦前には地方自治権はなく、かろうじてその片鱗を見出すならば、大きな制限がついていた地方議会への選挙行為のみでありました。県知事は内務省の任命であり、市長も内務大臣の勅裁を経なければならず、県知事には市長を解職する権限が付与されています。

　戦後は、知事、市長も住民の直接投票で選ばれることになりました。このことは、知事並びに市長は、政府を輔弼し、中央集権の末端機能を担うものではなく、何よりも当該地域の住民に責任を負うことを第一義とすることを意味いたします。すなわち、地方自治、地方主権あっての国家なのであります。

　２番目、今回の市民平和条例直接請求運動は、市民自治の具体的な発露であります。今条例の内容が、国との関係において実効性がないとの意見がありますが、これは戦後の地方自治の本旨にもとる見解だと思います。国の制約の中で、いかにして当該自治体住民の健康並びに安全な生活を守るかは、自治体の長が常に腐心しなければならないことであります。

　かつて、横浜市長が市条例を盾に、ベトナム戦争で使われている米軍戦車の通行を許可しなかったことは、まず何よりも市民の安寧を図るのが自治体の長たる責務であることを知らしめました。結果として、政府の米軍援助政策のもとで通行を認めざるを得なかったとはいえ、地方自治権あるいは地方主権、地域主権のあるべき姿を明らかにしたものだと思います。

　岩国市や沖縄県に見られるように、国の強権的政治のもとで一地方自治体の自治権が制約、じゅうりんされようとも、国に先んじて各自治条例を制定することは、何ら国独自の権限を侵すものではありません。否、むしろ国の現行制度より進んだものを、あるいは現行法に内包されないものを地方自治体が取り組むことは、地方自治体の光輝ある任務だと思います。

　３、市民平和条例は、尼崎市世界平和都市宣言をさらに内実化させるものです。市民平和条例は、尼崎市の世界平和都市宣言の内実を定着させ、平和を希求する市民主体のまちづくりを推進させ、さらには国際交流を豊かに前進させることにつながるものと確信いたします。

　これは、まさしく市民と行政の協働した営みだと思います。国権から自立した地域主権は、市民と自治体の不断の努力なくしては存立しないことを最後に申し述べて、私の見解を終わります。

◎（条例制定請求代表者［原田氏］） 原田昇でございます。請求代表者の一人として意見陳述を始める前に、一言申し上げたいことがございます。

　今回、尼崎市において、初めて直接請求という形で条例制定要求を行いました。私たちは、この間、４月25日から１カ月間、尼崎市役所の横をスタートに、市内各ターミナルやスーパーマーケット前などで多くの市民に訴え、署名活動を行ってまいりました。戦争体験のある方、年配の方からは、空襲で焼かれて何もかもなくなった、あんなつらいことはないと体験を語られ、また保育園では若いお母さんたちが、子供たちを戦争に行かせたくないと署名をしてくださいました。また、有効署名とはなり得ないとわかっているにもかかわらず、私は尼崎市民やからと未成年の方や在日等外国籍の方など、多くの方々から署名、御支援をいただきました。その結果、法定数の２倍を上回る１万5,632筆の署名が集まり、本市議会に直接審議を請求することとなりました。

　そのような多くの市民に支援された直接請求にもかかわらず、白井市長は、署名に対し、その重みを尊重されず、平和の願いを受けとめる言葉もなく、いわば切り捨てるような意見書を書かれたことに強い憤りを感じております。全国において、東京都国立市、大阪府箕面市に次ぐ３番目の平和条例に賛成する市長になっていただきたかったという願いはもちろんありましたが、たとえ賛成ではなくとも、せめて請求代表者の声を直接、一度は聞いた上で意見書を書いていただきたかった、署名に込められた市民の切実な声を聞いていただきたかったと無念です。再三の面談してほしいとの要望にも、こたえられませんでした。市民の意見を聞く姿勢がないのかと疑わざるを得ません。断固抗議いたします。

　さらに、本会議で審議するのではなく、委員会に付託されたことについても、直接請求の重みを受けとめていただいていないと非常に残念に思います。

　その一方で、議員の方からは、勉強会を持ち、検討しましょうという呼びかけがあり、さらに総務消防委員会において、参考人招致という形で徹底審議を全会一致で決定していただいたことに対しまして深く感謝申し上げます。

　しかしながら、１人10分の意見陳述を要望したにもかかわらず、５人で30分以内、１人当たり６分以内と時間短縮、制限されました。尼崎市において、初めて直接請求が有効になされたにもかかわらず、市民の声や要求を無視した扱いであり、今後の直接請求に対し、あしき前例にならなければよいと大変危惧しております。

　それでは、取り急ぎ、この平和条例制定への私の思いを簡単に申し上げたいと思います。

　私は、結婚を機に大阪からこの尼崎市へ転居し、以来27年余り東園田の地に居住しております。この間、私たちは共働きの夫婦として３人の子供を育ててまいりました。ゼロ歳児保育に始まり、公立保育所、児童ホームとお世話になり、その間、よりよい保育を求める運動にも参加してまいりました。尼崎市は、子供を育てる上で市と市民が協力して運動をつくっており、よい保育、よい教育を目指してきたと思っております。子供がすくすく育つ地域は、何より平和を前提にしております。安心して子育てできたのも、この尼崎市が安全・安心な住みよいまちであったからだと思っております。

　ところが、戦後63年たち、平和を守ってきた日本が戦争をしない国から普通の国、さらには戦争のできる国に形を変えていく動きが明らかに加速されているように思われます。すなわち、さきの太平洋戦争の惨禍が二度と起こることのないようにとの強い決意のもと、自由と平和を守るため、基本的人権を尊重、戦争を放棄し国民主権を採用した日本国憲法を制定したにもかかわらず、その憲法を改正するための国民投票法が昨年成立いたしました。

　このような動きの中、尼崎市民の安全・安心を守る責務、すなわち責任と義務ある尼崎市長こそが先頭に立ち、この平和条例を徹底審議し、可決、成立させていただきたいと思っております。

　戦争になったら、死ぬのは市民であります。20世紀の戦争以降、戦死した者の９割は兵隊ではなく一般市民であります。市民が犠牲を強いられるのです。尼崎市はどうやって市民を守ろうとしているのでしょうか。市として何ができるのか、この平和条例を徹底審議し、可決、成立させていただきたいと思っております。

　以上をもちまして私の意見陳述とさせていただきます。御清聴ありがとうございました。

◎（条例制定請求代表者［近藤氏］） 近藤伸一といいます。請求代表者で潮江に住んでいます。この30年ほどは尼崎の民間会社で働き、先日、定年退職いたしました。

　私たちの時代はとにかく子供が多くて、小学校、中学校では55人定員の学級や、低学年では教室が足りなくて、午前と午後の２部授業なんかも行われていました。その後、潮小学校や大成中学校が新設、開校された、そういう時代でした。産業のほうはといいますと、経済成長の流れに乗って南部の重化学工業の再建や大型道路の整備が進みましたが、一方では大気汚染による公害も深刻化しました。

　尼崎に長年暮らし、社会や環境の変化を感じてきましたが、幸いにも戦争といったものを身近に感じることはありませんでした。ところがこの数年、国内外を取り巻く急激な変化を見ていますと、今何かしなければと思うようになりました。それは、今回の署名に協力いただいた方の、戦争は絶対あかんでといった声や、年金や医療、ワーキングプアなど、政治も社会もめちゃくちゃや、といった声とも共通しているものだと思います。

　平和憲法を有する国で、自衛隊が戦地に駐屯するという実績までつくり、現在もなお、インド洋での給油やイラクへの兵員輸送を続けています。国内に目を向けると、周辺事態法、武力攻撃事態法、そして平時にも係る国民保護法など、有事立法体制が一挙につくられたんです。国民保護計画では、指定公共機関への指揮統制、自衛隊による避難誘導、自主防災組織づくりなど、国民保護に名をかりた国民総動員体制がねらわれていると思います。昨年３月につくられた尼崎市の計画について防災対策課の方にお伺いしたところ、どんな事態を想定しどんな訓練をするかなどは決まっていない、また自衛隊の活用については議論がなかったなど、結局、国が作成を義務づけたから作成した以上の意味は見出せませんでした。

　次に、私たちの市民平和条例の積極性を３点述べます。

　まず第１に、条例案６条にかかわる軍民分離の原則を平時からつくり出して、自衛隊を尼崎市の国民保護協議会に参加させず、住民の避難誘導にもかかわらせないことです。初めの宮城さんの陳述にもあったとおり、間違っても軍隊が住民を守るなどと思わないことです。隣の西宮市では、自衛隊による誘導は要請しないこともあると計画に盛り込まれ、軍民分離の貴重な一歩になると思っています。ところが尼崎の市長見解では、国際人道法の無理解か、尼崎市が戦場になることを回避する努力などを全く検討せず、自衛隊による避難誘導を決めており、これでは住民を戦争に巻き込む危険性が増大するのは明らかだと思います。

　第２番目に、市長意見書の、国の見解によればとか軍事・外交は国の権限であるから、という点についてです。８月の初旬に前岩国市長の井原さんのお話を聞く機会がありました。基地機能強化に住民投票で89％の人が反対したにもかかわらず、移転の事前協議はなし、補助金のカットや選挙への圧力で締め上げられた。そして、安全保障に関する明確な理念、再編の必要性に関する合理的な説明なくして一方的に市民に押しつけるやり方は到底納得できないと結ばれています。市民の生命や財産を守るために市として積極的に要求することは当然だと思います。私たちの条例案も、国の見解や法律とぶつかるところがあるかもしれませんが、憲法に照らしてどうなのか、住民自身にとってどうなのかという視点で考えることが最も重要ではないでしょうか。

　第３に、尼崎市の平和施策を一層進めるために述べます。尼崎市は、核兵器廃絶平和都市宣言を行い、啓蒙や交流を図っていますが、現状は、宣言はしていますけれども市民には見えにくく、幅広い平和行政を展開する上での予算措置が不十分ではないかと思われます。兵庫県には、非核神戸方式など先進的な取り組みもあります。大型化する尼崎港への艦船入港の問題や伊丹の自衛隊部隊の尼崎市内通過の規制など、市で考えられる施策も多いのではと思います。また広島、長崎、沖縄の諸都市との連帯、交流を進めることで、核廃絶と軍縮、非武の実現に向けた一歩を踏み出すことにもつながると思います。

　以上、御検討のほどよろしくお願いしまして、陳述を終わります。

◎（条例制定請求代表者［中村氏］） 補足をしたいと思います。

　このような条例を提案して皆さん大体思いはるのは、こんなん尼崎一市が手を挙げてどないなんねんと、一自治体でやれんのかいと、こういうような意見も多々あろうかと思いますけれども、私は、まさしく一自治体だからこそやれるという、そういうことが今求められているのではないかと思うんですね。国全体が古い言い方をするならば翼賛体制化していっている中で、一自治体だからこそやり得るものは何かということを第一義に考えるのが、我々尼崎市、言うならば地方自治体の責務であるし、また議員諸君、そして市民の考えることではないだろうかなというようなことをつけ加えさせていただきます。

◎（条例制定請求代表者［高島氏］） １万5,000の署名が集まったという事実、これは、本当に毎日毎日、市役所等を初めスーパーの前とかで立ちながら、やはり一番署名を進んでしてくださる方というのは戦争体験のある方。青春時代はすべて戦争だったということで、そういう思いを持ちながら今、尼崎市で生活をしていると。この年になってから今度は後期高齢者医療制度等、やっぱり本当に安心して生きられない、そういう生活を余儀なくされていると、こういうような切実な声がいっぱいありました。それと、あなたたちに託しましたよと、平和な尼崎市をつくることを託しましたよという声を私たちもたくさんいただきまして、そういう声に励まされながら平和条例直接請求の行動を行ってきたことを皆さんのほうにお伝えしたいと思います。

　以上です。

　続いて、津田委員長から、前回の委員会で決定した、条例制定請求代表者５人に対する参考人の出席について、議長を経て出席要請を行ったところ、本日、５人全員の出席を得ているとの発言があり、参考人に対する質疑応答を行った。

（発言の内容）

◆（都築副委員長） ２点ばかり提案者に対してお答えを願います。

　１点は、６条の問題で、ジュネーブ諸条約って戦時におけるルールだと思うんですけれども、６条に平時においてもと書かれています。その理由についてお聞きをしたいと思います。

◎（参考人［近藤氏］） 平時におけるのは、基本的には48条による軍民分離の原則ということをやっぱり全体的に確認していきながら、58条では目標から遠ざける、目標をはっきりさせるというそういう面で平時にやれることと、それから今おっしゃったように、差し迫った危機といいますか、そういうときに要するにそこでは無防備地域というのを発動しなければなりませんけれども、その59条にある無防備地域というのは本当は何なのかということを厳密に考えて、それにやっぱり平時からどう活用していけばいいのかという、そういう準備をしていくことが重要だろうと思います。そういう面では、無防備地域の４条件を満たすようにそういう地域づくりなり平和行政なんかをしていくというのが大きな流れだと思います。

　あともう１点、言うならば、今、戦時の立法ということでジュネーブ条約という質問でありましたけれども、やはりジュネーブ条約も発展してきて、今では国際人道法という言葉で呼ばれるようになって、例えば兵器の縮小だとか地雷であるとかそういうことも含めて、いわゆる戦争を違法化していく、そういう被害が人民、住民、そういう人たちに及ばない、そういう運動として国際人道法が発展してきているという流れに立って、戦時であるからというその言葉をもって分けてあるんだということでなくて、国際人道法として許されないんだという、住民の被害を少なくする方法はこれなんだという立場で、私たち４要件を平時からも含めて一歩ずつやっていけたらなという思いでやっております。

◆（都築副委員長） 今の絡みですけれども、例えば条例として平時においてというところでちょっと、私自身は、例えば決議であるとか宣言であるとかということで例えば尼崎市の姿勢を示すことと、条例で示すこととを少し分けて考えた方がええかなという気はしておったんですよ。これについては、逆に条例で定めることによって、平時の市の権限や何やらについて無理があるようなことが起こっているんじゃないかというがちょっと感じているところです。これについて意見があればお答えを願いたいと思います。

　次に、宮城さんのお言葉、発言を聞いていて思ったのは、沖縄の知事の話がありました。一方では逃げた知事と、戦火の中に飛び込んできて住民保護を最優先に考えた知事の話がありましたけれども、確かに私も、市長の意見を読んでいて、そういうものがにじんでいないというのを感じております。きょう、その部分をこの後でいろいろ市の見解を通じて改めてただしたいとは思っておるんですけれども、その部分で宮城さん、もう少し何か補足する部分があれば、やっぱり自治体の長というのは、そういう意味では島田さんが言ったみたいに、会議の中で知念半島へ住民を避難させて住民保護をせなあかんと言ったと。当然、尼崎市長であれば、そういう場面でそこで体を張ってとめていただきたいという気はしておるんですけれども、そういう住民保護を最優先で考えていただきたいと思っておるんですけれども、残念ながら意見の中にそういうところがあらわれていないので、ちょっと正直言って不安な部分もあるんです。その部分で何か宮城さん、もう少ししゃべりたいことがあればしゃべっていただきたいと思います。

◎（参考人［宮城氏］） 泉さんという知事は、那覇空襲があったときに、もう県庁がないものですから壕の中へ避難して、体は大きいけれども非常に臆病者だったらしいです。それで震え上がって、当時は軍用機しかありませんので、東京出張と称して東京へ行って香川県知事に赴任しているんですよ、すぐ。だから、軍人ではありませんので、島田さんも拒否しようと思ったらできたんです。だけども島田さんは決死の覚悟で行って、結局、１月31日に沖縄県に赴任されて、５カ月後の６月に殉職されているんです。

　島田さんは、軍から沖縄県民に方言を使うなと、あるいは民謡を歌うなと、それを言われていたんですが、県民を哀れんで、民謡も歌いなさい、方言も使いなさいということで激励したそうです。だから、島守の神といって南部のほうに碑が立っているんですよ。

　島田さんの銅像みたいなものが兵庫高校のグラウンドに立てられていますね。それから、島田さんは兵庫県知事ではありませんでしたけれども、知事公舎には知事のかがみといって遺影が飾られているそうです。

　以上です。

◆（丸尾委員） ２点ほど近藤さんにちょっとお尋ねしたいんですが、軍民分離の原則を平時からつくり出すと書いておられますが、軍民の分離を平時からつくり出すということは非常に難しいことではないかと、至難のことではないかと僕は考えております。これが１点。

　もう１点は、この条例案は国の見解とか法律とぶつかるところがあるかもしれませんというように疑問視されておられますが、この条例案は国の上位法律と接触というんか、ぶつかるところじゃなくて上位法律に対して整合性がないところもあるんじゃないかと私は考えておりますが、この２点についてちょっと御見解を聞かせていただきたい。

◎（参考人［近藤氏］） 先に２点目の国の見解や法律とぶつかるところがあるんではないかという点ですけれども、武力攻撃事態法、それから国民保護法という中にも一見したらぶつかるんではないかなという思いで書いて、実際にはいずれも、武力攻撃事態法の中にも地方自治体として当然そのできる範囲があるんだという書き方をされていますし、国民保護法の中でも、国民のそういう安全だとかを守るために最終的には地方自治体である尼崎市が責任を持ってやるべきものなんだということで、その辺のやりとりといいますか、そこの関係をぶつかるところと表現したんです。そういう面では法律とぶつかる、それから地方自治法自体の中で、14条ですか、とぶつかるかもしれないけれどもという書き方をしたのは、だけども地方自治法も、今はちょっと変わりましたけれども、当時は国防やらそういうことについてははっきり地方自治体、尼崎市が本当は責任を持って検討すべきことなんだという、前地方自治法にもそういうことが書かれてあると。改正されたとはいえ、現在の地方自治法の中にも国防とかそういうことを扱ってはならないという規定がまず書かれていませんので、そういう面ではまだまだ私たちとしては活用ができるということで、先ほど言いましたように、こういうこと自体は憲法のはっきりしないところは精神に戻って、憲法ではどういう規定になっているんだ、それからほんまに地方自治体を住民の利益を守り、安全を守り、命を守るものにするために必要なのはどっちなんだという立場で考えたらいいという趣旨で、２点目は答弁というか、しておきたいと思います。

◎（参考人［高島氏］） 平時から軍民の分離は難しいんではないかということだったんですけれども、私もジュネーブ条約58条等を読んでみますと、58条は攻撃の影響に対する予防措置ということで書かれているんですけれども、人口の集中している地域またはその付近に軍事目標を設けることを避けること、これは、まさに尼崎市は人口密集地ですので、そこに軍事目標となるようなものを置かないということがふだんからできれば、軍事目標を攻撃されたときに、近年の戦争を見ましても、軍事目標として攻撃された周りにいる一般市民がたくさん命を亡くしているということもあります。これを、現在、尼崎市には軍事目標はないと思いますので、その状態を頑張って維持し続けることが住民保護の精神に沿うんではないかなと考えます。

◆（丸尾委員） 御見解を聞かせていただいたんですが、地方分権に向けて、地方の時代だと言われる中でこういう活動については評価をしたいと思っておりますし、またこれからの活動にも期待したいと思うんです。

　ただ、尼崎市には軍事目標的なものはないという御見解をお持ちだと聞きましたけれども、そのような御見解でよろしいでしょうか。高島さんにちょっとお尋ねしたいんですが。

◎（参考人［高島氏］） 軍事目標とは何かというところではないかなと思うんです。敵対的な攻撃に使われるようなものというふうに思いますし、それに対する民用物というもの、それもジュネーブ条約等にちゃんと定義されていまして、住民が利用するもの、住民が出入りするものという定義がちゃんとあります。そういう軍事目標と住民が利用する民用物を厳格に分けて、住民が生活しているところに軍事目標を設けない、これを原則としてつくっていくことによって、武力攻撃が差し迫った状況の中で軍事目標を攻撃されることによって住民が攻撃される、あるいは殺されることを防いでいけるんではないかなと考えています。

◆（寺坂委員） 軍事目標のことでちょっとお伺いしたいんですけれども、軍事目標になり得るものって尼崎市内に今ないとおっしゃったんですけれども、本当にないんでしょうか。私自身は、製鉄であったりとかチタンをつくるような会社であったり、いろいろと工業製品をつくる会社が密集していますので、それが軍事的なところに転用される可能性というのもあると思うんですけれども、そこについては操業停止を求めたり市内から出ていけという判断をするんでしょうか。どういう解釈でそこは理解すればよろしいですか。

◎（参考人［高島氏］） 私自身が考えたところを述べさせていただきます。

　日常的に今ある工場をストップさせるとか、そういうことを想定してはいません。私自身が不勉強かもしれませんけれども、今ある尼崎市の工場等でどういう軍事目的につながるようなものが製造されているのか否かということは、本当に一般市民の中には明らかになっていないということは前提ですけれども、日常的に今ある工場をストップさせるようなことは想定していません。

　ただ、攻撃が差し迫ったときにそういう軍事使用目的にあるものを製造する工場がもしあるとすれば、それは操業を停止してもらうと。そこに一般市民が工場で働いているとしたら、それは非常に危険なことですので、操業は停止してもらって工場で働いている人には避難してもらうと。その上で、工場自身が軍事目標としてなってしまうとすれば、それを除いて尼崎市長が無防備地域宣言をすれば住民の保護は確保されるんではないかと、こんなふうにちょっと考えてみました。

◆（福島委員） 先ほど代表者の意見陳述をお伺いさせていただきまして、本当に戦争ほど悲惨なものはなく、また戦争ほど残酷なものはない、本当に平和へのすごく深い思いの訴えをしていただきました。

　ことしで戦後63回目の終戦記念日を迎えたわけですけれども、言うまでもなく、先ほど宮城さんの戦争体験にもありましたように、８月15日にはすべての戦争犠牲者の方々に祈りをささげ、不戦への誓いであり、また平和への誓いを新たにしていくのがこの日であると思っております。

　我が国においても、広島市、長崎市に原爆が投下され、30万人のとうとい命が亡くなり犠牲者が出たということと、あと太平洋戦争によって310万人ほど、そしてアジアにおいては1,500万人から2,000万人の膨大な犠牲者を出したということで、残念ながら、この悲惨な第２次世界大戦から63年たった今もいまだに世界を見ましても紛争が絶えないという、私たちが本当に望むような平和は訪れていないというのが現状で、今回直接請求された方々の思いもそういうところにあるんじゃないかなと思います。そういった現実を直視しながらも、平和への希望というのは本当に持ち続けながら、そのためにどうしていったらいいかということを本当に誓い合う日として、私も８月15日の終戦記念日を迎えた一人でもあるんです。

　私自身の慕う３代の師匠、初代、２代の師匠は第２次世界大戦で軍国主義と戦いまして、そして戦争を憎み、平和を叫びながら投獄されました。初代は獄死をされました。そして２代は、その後、原爆を投下する者はいかなる者であってもサタンであり魔物であるということで、原水爆禁止宣言も発表され、訴えを叫ばせていただき、第３代は世界の知性との平和の対話を粘り強く今、展開しているところであります。私自身、そうした反戦への、また平和への原点がそこにありまして、そういうこれまで私自身としても核の脅威展とか平和への推進をさせていただいた一人であります。

　今回直接請求された方、先ほどのお話にもありましたけれども、この酷暑の中、街頭に立たれて一生懸命署名活動をされているのも、私も何度か拝見をさせていただきまして本当に胸を痛める思いであった一人であります。

　そこで、前置きが少し長くなりましたが、２点ほどお伺いしたいんですけれども、１点目、歴史の中で国が宣言したにもかかわらず攻撃をされて、それがベオグラード市とイタリア市とありましたけれども、そういう宣言したにもかかわらず市民を守れなかったという歴史におきまして、今回、尼崎市として条例を宣言したところで、歴史上のことを通しましてどう受けとめていったらいいのか、ちょっとそのあたりを教えていただきたいと思います。

◎（参考人［高島氏］） ちょっと正確な答えでなくて申しわけないんですけれども、非防守都市宣言になるんですけれども、パリとかローマは攻撃を免れたと。ただ、ドレスデンとかマニラ、そういうところでは攻撃を受けたということで、免れたところあるしうまくいかなかったところもあるしという、こういう歴史的背景はあると思います。

　ただ、ハーグ陸戦規定による非防守宣言によって守られなかったところもあるんですけれども、ジュネーブ条約、それから第一追加議定書というのはそれをもう少し進めた、厳格にした規定であると聞いています。守られなかったからだめだということではなくて、守られるようにどう努力していくかということが大事なんじゃないかなと思います。

　現在では戦争そのものがやっぱり犯罪ということで、訴追をして処罰できるような法とかシステムもできてきています。国際司法裁判所とかそういう形で、そこに訴追をし、全世界の監視のもとに処罰していくこともできます。アメリカは、国際司法裁判所にも参加していませんしジュネーブ条約も批准しておりません。超大国であるアメリカが参加していないけれども、アメリカですらやはりジュネーブ条約の存在、それから国際司法裁判所の存在は無視できない状況になってきていると思いますので、これをどう貫徹していくか、戦争犯罪として全世界の監視のもとにどう裁いていくかをみんながどう努力していくかが今問われていることではないかなと思います。

　一つ、沖縄の前島の例をよく聞かれると思うんですけれども、別にそこの行政の責任者ではなくて校長先生でしたか何かが、上陸してきた日本軍に対して、ここには来ないでほしいと交渉して、無防備都市、ここは攻撃をされるものは何もありませんということで米軍の攻撃を免れたという事実、こういうこともありますので、地方自治体が努力をしてできないということではないと私は考えています。

◆（福島委員） ２点目の質問ですけれども、議74－４のところの無防備地域の条件ということで、その中で、当局または住民により敵対行為が行われないこととあるんですけれども、この点にちょっとお伺いしたいんです。

　これは、人間の権利はさまざまありますけれども、正当防衛として自衛権があるかと思うんです。今回の無防備地域を宣言すれば無防備、無抵抗ということで、その自衛権をおとしめるんではないのかなとか、そういった視点からどう受けとめていけばよろしいでしょうか。

◎（参考人［高島氏］） 引き続きお答えします。

　抵抗権そのものを奪うものでは決してないと思います。ただし、非武装といいますか武器を持たない抵抗、例えば集団的なデモであるとか交渉であるとか、あと、こういう時代ですのでインターネット等を活用して全世界にこういう事態を知らしめるとか、そういう手段はいろいろあると思います。武器を持って武装した上での敵軍に対する抵抗については、それは認められないということを示しているにすぎないということで御理解いただきたいと思います。

◆（杉山委員） 今の件でちょっとお伺いしたいんですけれども、無防備地域宣言というのは、まさに武力ですね、今戦闘状態にあるときに宣言して相手に認めてもらって、簡単に言ってみたら、日本の場合は専守防衛ですんで、要するに攻められて占領されたときに無抵抗で受け入れるということだと思うんです。そのときに、先ほどのお話みたいに、戦闘状態にあるのに例えば本当に抵抗しなくて自分たちの命が本当に守られるのか、保証できるのかどうかというのを今のお話では……。ということをちょっとお答えいただけますか。

◎（参考人［近藤氏］） 占領というのが完全に征服されてしまうというか、何から何まで入ってきた軍隊によってやられてしまうというのは間違いだと思うんですね。そういう状態であるならば、それこそ略奪、強姦、何とかかんとかぎょうさんいっぱい当然起こるかもしれません。ところが、無防備地区宣言というか、このジュネーブ条約というのはそういうことに対しても占領に対する規定というのをしています。占領というのは、占領状態にありますけれども、そこではそこにある人を例えば何々してはいけない、あるいはそこで衛生状態が悪くなったら衛生上必要なものは占領軍が持ってこなければならないとかさまざまな規定があって、今おっしゃったように何から何まで無抵抗でということはありません。

　先ほどの答弁にあったように、軍備によらない抵抗は十分可能だと思うんです。当然、一方で警察がありますから、治安を守りながら、警察力で、そこまでやってもろうたら困るという、あるいはそこの住民の団結力といいますか、平和を訴える力によって、もう一方は、やっぱり国際的にこういう占領違反している軍隊、あなたたちはおかしいんじゃないですかという国際的な世論を信頼するといいますか、そこに立脚する立場がこうした運動を進める道だと思うんです。そういうことにやっぱり依拠するのが、大きな意味で理性的な立場というんですか、戦争をなくしていく、違法化させていく立場だと今のところ私たちは理解しているんですけれども。

◆（杉山委員） もう１点、例えば住民による敵対行為が行われないこと、軍事行動を支援する活動を行えないことが絶対的な条件になっておるんですけれども、これが仮に、ある市民が抵抗して、要するに武器でなくてもいいです。何でもいいですけれども、そういう行動を行った時点でこれはその宣言から外れることになりますよね。そういう場合は、例えば市長が宣言をしたとしても一住民がそのような行動をとったときにこのことはどうなるのか、ちょっとこの辺のことについて聞かせていただけますか。

◎（参考人［近藤氏］） 先ほどの高島さんの話もありましたように、一住民という人が例えばバットを持って殴り込んできたということが本当に軍事力の行使、あるいはかまを持って占領軍をやっつけるんだということが軍事的な敵対に当たるかどうかというのはなかなか難しいもので、本当に集団で、そこの人が何らかの全体の意思を持って継続的に、占領している人に対してやっつけようという組織的な動きになってきた場合には、言われているような事態が発生するかもしれませんけれども、先ほど言われました１人の人がということになると、まずちょっととんでもないことだと思うんですけど。

◆（杉山委員） じゃ、１人じゃなくて、例えば組織的に抵抗するということですね。まして自分の命にかかわる場合、抵抗するのは人間であると思いますし、それこそバットで殴ってほかのものを持ち出すということだってあり得るわけですね。

　じゃ、ここで言う組織的になったら抵抗になるのかということが明確じゃないんで、その辺のことについての見解を聞かせていただけますか。

◎（参考人［近藤氏］） その辺の判断はちょっと難しいと思いますね。やはり組織的抵抗として、非武装でない、軍事力による抵抗ということになりますと、無防備地域宣言という４要件が成立しなくなるのは事実だと思います。

◆（寺坂委員） 今、人数の部分でお話が出たんですけれども、そもそもけんかというのは１人では行えないですよね。相手があって初めてけんかになるわけで、戦争も同じだと思うんです。尼崎市が無防備地域宣言を行って、敵ではないですけれども、相手というものが存在すると思うんです。それはどういったものを想定されてこれは御提案されているのか、お話を伺わせていただいていいですか。

◎（参考人［近藤氏］） この件については、私のどこか陳述書の中に書きましたけれども、防災対策課の方とちょっと相談して、防災対策課の４つの攻撃の類型という中でいろんなことをおっしゃいました。例えば、２番か３番にあった日本海から攻めてくる場合は、尼崎市の位置からして考えにくいだろうと。やっぱりあるとしたら１、２、３というのまでは言えるけれども、それ以上の想定は、例えば国であればどこなのかと言われても、それは国自体が答えていないし、まずおっしゃっていません。尼崎市の国民保護計画の担当の方も、そこまではちょっと想定できませんねということで、私たちもそれは全くわかりません。

　例えば、少し前でしたら北朝鮮の核だとか何とかという問題がありましたけれども、今６カ国協議といいますか、そういう中で国際的にも協調しながら解決していこうというあれができていますし、日中という分野をめぐっても、ある程度平和の兆しというか、大陸棚、資源の問題とかをめぐって、明るいとまでは言いませんけれども、そういう国際情勢の緩和をすることによって、仮想敵なんかをつくらないという方向で、やっぱり外交として、先ほど言いましたように尼崎市の施策の中でも平和外交もできると思うんで、そういう中でつくっていくということで、特定の国を私たちは考えておりません。

◆（寺坂委員） 国を想定しないということなんですけれども、国民保護法の部分にも、国以外にもテロであったり、その他、先ほど話があったような団体というかテロ組織のようなものが行動を起こした場合の対策ということが明記されていると思うんです。そもそも、国を想定しているのであれば、地方自治法の１条に「国民の諸活動若しくは地方自治に関する基本的な準則に関する事務又は全国的な規模で若しくは全国的な視点に立つて行わなければならない施策及び事業の実施その他の国本来が果たすべき役割を重点的に」国は担うと。「住民に身近な行政はできる限り地方公共団体にゆだねる」とあるんですけれども、それであれば、国を想定しているのであれば、国防の部分については国の専決事項であるので、この条例制定は難しいんではないかと思うんですが、そこの御見解をお聞かせください。

◎（参考人［近藤氏］） 結論から言いますと、テロがやはりこの無防備地域宣言というかジュネーブ条約とはそぐわない、設定をしていないところなんで、その点で今の設定自体がちょっと無理があると思うんですけどね。

◆（辻委員） １万3,900人余りの直接署名というのは市民の平和への願いが込められていると理解しています。共産党も、86年前にできたわけですけれども、戦時中、戦前から一貫して侵略戦争には反対をしてきたと。当然、戦後は二度と戦争をしないという決意に満ちた憲法、これを守っていこうという立場です。

　憲法で、特に前文で平和への願い、それから９条では「日本国民は、正義と秩序を基調とする国際平和を誠実に希求し、国権の発動たる戦争と、武力による威嚇又は武力の行使は、国際紛争を解決する手段としては、永久にこれを放棄する。前項の目的を達するため、陸海空軍その他の戦力は、これを保持しない。国の交戦権は、これを認めない。」ということで、非常に世界的にも進んだ内容があるわけであります。

　ほんで、陳述者の中でも時々あったんですけれども、憲法、特に９条ですね、今現在これは存在をしている。これを守ろうという運動が全国的にも非常に大きく起こっておるし、一方ではこれを変えようという動きもある中で、いろんな有事法制がつくられてきていると思うんですけれども、憲法の平和理念、それと９条、これを今後とも守っていこうと、尊重していこうと、変えないと、こういう立場なんでしょうか。

◎（参考人［宮城氏］） 昨年11月、東国原宮崎県知事が、徴兵制度はあってもしかるべし、こういう発言がありました。明くる日、テレビも放送しマスコミも書きましたけれども、その後一切ありません。ということは、もう日本の国民は徴兵検査があってもいいと、僕はあると思います。

　なぜかといいますと、今、国会の中で徴兵検査の経験者が一人もいないんです。大正14年生まれ、現在83歳が徴兵検査の最後でした。私は昭和２年ですから、私の２つ上の人たちが徴兵検査の経験者です。今、徴兵検査を受けた国会議員は一人もおりません。

　ですから、明治６年に徴兵制度が制定されまして、有事法制ができたのが明治22年。そして日清戦争が始まって大東亜戦争になるまで51年間、日本は戦争ばっかりしました。それも全部、しかけたのは日本です。外国へ行って戦争ばっかりして、唯一、沖縄でだけ地上戦をやったんです。だから沖縄に派遣された軍人も哀れなもんです。沖縄の民衆も大変哀れでしたけれども、沖縄に派遣された軍人も哀れでした。

　ですから、どうも私は、2002年（平成14年）４月16日に有事法制が閣議決定されましたのは皆さん御存じだと思います。これは、徴兵制度がありませんけれども物資の確保ができるんです。ですから、このガソリンスタンドは国が使いますということはできるんです。尼崎にもそういうことができるので、この私どもが今やっている運動は平和なうちにやっておかないと間に合わないんです。そういうことであります。

◆（辻委員） 憲法と憲法９条が変えられるかもしれない、この心配はあると思いますね。変えられても仕方がない、変えられたらどうしようということでこれを出されているんですかとお聞きしているんですが。

◎（参考人［中村氏］） 私の見解ですけれども、辻委員の質問なさっていることは自明の理でありまして、質問をされるほどのものではないと。当然のことでございまして、憲法を守り９条を堅守するという立場には、いささかも間違いはございません。

◆（辻委員） 最初におっしゃられた、この条例の中で出ています中で、例えば７条なんかいろいろ平和の基本計画、こういったものだとかいろんな行事をやろうと。これは当然、今まで市民運動としてもやられてきた内容も含まれておりますし、私どももそういう支援をしてきた中で、やはり戦争の悲惨さを訴えていこう、二度と戦争はしないという、そういう運動は非常に大事だと思っています。

　先ほどから見て、もう１点、第６条を中心にしたジュネーブ条約を平和のために使っていこうというのがちょっと無理があるのではないかと。ジュネーブ条約そのものは、国連憲章が戦争そのものはだめだという規定をしている中で、それでも武力紛争なり衝突が起こったと。そのときに一定のルールを決めてやりましょうというのがジュネーブ諸条約であるし、第一議定書の中身だと思うんですね。戦争のルールを決めたものがジュネーブ条約あるいは第一議定書の中身だと考えています。国際人道法と呼ばれるんですけれども、それは戦争の中でも犠牲者を少なくするという、限定された意味での人道なんですよね。余りひどいことはやめとこうという意味だと理解しています。そういう戦争法規であるジュネーブ条約を平和のための手段として使うということに非常に一番の無理があると考えているんですけれども、その点は、ジュネーブ条約の規定ですね、戦争法規であるという認識はお持ちなんでしょうか。

◎（参考人［近藤氏］） このジュネーブ条約、日本の国会で2004年ですか、批准されて、そのときは共産党の方も、そういう平和のためにこれは要るんだということで、このときはすべての党の方が賛成されたと思うんです。そういう過去で成立したジュネーブ条約であるということと、それからこの運動は、今尼崎でありますけれども、全国的に今30近くの都市でやられまして、当初、2004年の大阪から始まって、大阪からしばらくの、そのときまでは日本共産党の方も、ぜひともこの運動はええことなんで応援してくれはったといういきさつがあるので、ちょっと私のほうは、何で今の時点で、これがそういう国際人道法とはいうものの戦時立法であるからということを言われるのが若干わかりにくいなという、戦時にできたけれども、今はそういう面では国際人道法として、本当に今言われたように弱い人の立場を守りながら、90％も住民が死ぬ事態をなくしていくというのは悪いことではないし、交戦権の否定というのとみずから武器を持たないという、国の水準で言う無防備地域宣言ということが憲法９条の立場だと思うんで、それの共通的なことが憲法９条とこの人道法を含めたジュネーブ条約にどこかつながっているなと思いでやっていますので、もう全く９条はずっと続いてほしいし、守るため私たちは運動を……。

　この中にも結構９条の会の人もいてますし、そういう面では、ともにやっていける運動だと考えていますけど。

◆（辻委員） 当然皆さんの思いは，平和でありたい、憲法９条も守っていきたい、理想の平和のまちを尼崎でつくりたい。私もまちを歩いておったら、市民平和条例に署名してくださいと呼びかけられましたよ。

　平和条例に反対はしません。私もしません。けれども、ジュネーブ条約による無防備地域というのは、ちょっとこれは一般的に市民が願っている平和とイコールであろうかという思いは持っています。そういう意味で言えば、この規定、６条でもありますけれども、「武力攻撃が切迫している状況で」ということなんで、武力攻撃そのものが起こるような状態をつくらないでおきましょうというのが憲法９条だというふうに理解していますし、それが日本の憲法だけではなくて、当然これは国連の憲章に基づくものですし、広がっていますし、そういう世界をつくっていくこと自体が、こういう敵を想定したような、軍隊を持たない国で軍民を分離しましょうなんてことが起こるはずがないんで、そういう意味では、憲法９条をしっかり守っていく中で、今ここで戦争のルールを決めた条例が本当に必要なのか、あるいは武力攻撃が切迫している状況のもとでどないしようというものが平和を積極的につくり出すものなのか、非常に疑問に思っています。

　59条に言う無防備地域の４要件があるんですけれども、平時の固定施設、これは仕方がないけれども、いざ戦争になったら移動施設あるいはそれを利用することはやめましょうということなので、これを適用したとしても固定施設を禁止するということにはならないと思うんですよね。そういう意味からも、これを平時の平和のまちづくりにするというのはいささか無理があるというふうに考えています。

◆（早川委員） 先ほど、９条は守るべきものということでお話がありまして、確かに私どもはそれが最大の防御であると思っているので、その上でちょっとお伺いしたいんですけれども、この条例は、運動の出だしのときに国民保護法、保護条例、国民保護計画が出されたときに強制的に退去をさせる、居住の自由を奪う、それから移動の自由を奪う、そういうものであるとして御一緒に運動された方もおられます、共産党と。そのことに対して反対しようということで。これに対をなす形で、そうなったときの条例として無防備地帯宣言という考え方が出されたと当時、条例審議をした議員の一人として記憶をしているんですけれども、私どもは、９条と憲法前文がしっかりと守られる政府ができれば、一つ一つの自治体が無防備であるとか有事を想定した条例が本当に必要なのかどうかに対してはすごく疑問を持っているんです。

　これ、３条、４条の部分は国民保護法と相いれないという見解も一部から出ているんですけれども、いいとか悪いとか関係ないですよ。私はそんなことは言っていないんですけれども、３条、４条部分について、国民保護計画、保護法、国民保護条例に基づく保護計画の中では強制撤去が挙げられますね。これと３条、４条との関係はどのように考えておられますか。

◎（参考人［高島氏］） 国民保護法の中でも基本的人権の制限、それは一応最小限ということは前提としてあると思いますし、尼崎市の国民保護計画の中にはそれは明記されていないというふうに聞いていますけれども、ここの「その意に反して軍事または防衛に関する協力を強制されない」ということを可能性として認めている市もあるというふうに聞いています。

　一般市民としましては、尼崎市はまだそういう計画は立てていないというふうにおっしゃっていますけれども、有事の避難訓練、これが各都市、自衛隊を入れた状況でされているように聞いています。もし避難訓練に参加したくないというようなことが許されるのかどうかということは大きな問題だと思います。それを尼崎市のほうに話をする機会がありましたのでぶつけたんですけれども、そういう細かいところはまだ国のほうでも出ていないし、わからないというようなことをおっしゃっていたと思います。

　基本的に国民保護法では、武力攻撃が切迫した状況においては一般市民の命は守られへんと。国民保護法が前提としているのは、ある程度の犠牲はしようがないけれども市民のことも考えて何か計画を立てておかなあかんなというふうな姿勢ではないかと思いますので、それよりは、無防備地域宣言ですね、一切の武力的な抵抗はしない、無防備地域であることを宣言することによって住民の命は守られるんではないかと思いますので、そちらのほうが積極的ではないかという意味で私たちは提案をしているということです。

◎（参考人［中村氏］） 今論議されていることはなかなか結構おもしろい内容を含んでいるわけですが、いかんせん時間がかなり費やされる論議だろうと思います。

　この運動に対して、それは戦争のルールづくりじゃないかという意見を耳にしたことがありますけれども、戦争のルールづくりなどやる気は毛頭ございませんし、先ほども申し上げましたように、憲法の理念を遵守するという立場でございます。

　ただ、この解釈をめぐっていろんな解釈ができるだろうと、これは当然あります。しかし、ここは法制審議会の場所でもございませんので、その解釈は解釈として持ちながら、理念をどこで一致させるかということで御審議を願いたいなと思います。

◆（早川委員） 思いということではそれを受けとめたいとは思うんですけれども、条例という文章の中にうたってしまいますと、ジュネーブ条約をどう読んでいくのかというのをこちらも解釈をせんとしゃあないので、そのあたりのところはごしんしゃくいただきたいと思うんですけれども。

　さっき３条、４条の話をしましたけれども、条文の中で平時に自治体が行っていかなければならなかったこと、行うべきことを定義している、７条なんかも非常に進んだ条文だろうなと思っているんです。が、ジュネーブ条約に基づかなくても、憲法９条と、３行の宣言ですけれども平和都市宣言、たった３行の宣言と議会が行った非核都市宣言と、これも６行、８行の宣言です。これを具現化していくことを今まで尼崎市が市民運動に頼って何もしなかったということに対して、７条で条例制定をした上で基本計画、アクションプランづくりを市民と一緒にしようよという提案は今の御時世に非常によく合ったものだと思っています。

　その中で、憲法ではだめなのかというのがやっぱり一つ大きな私どものね。憲法の発露として平和的生存権を憲法前文でうたっていることを地方自治体が宣言すること、そのことは大変大きな意義があると思うんですね。憲法を地方自治体の中で地方分権として宣言するんです。それではだめなのかというのが、戦時法制にまで求めて、戦争になったことまで定めなければならないのかというのが私の疑問なんですけれども、９条を守りたい、守っていこうとする、憲法をしっかり守ろうとする動きを地方自治体で発露させるのに、戦争になったことまで想定をしない憲法を持っている国の中で戦争になったときの想定が要るのかどうか、このあたりのところの見解はいかがですか。

◎（参考人［中村氏］） 憲法９条並びに憲法の前文、25条等を含めまして、それを普遍化させていく一翼として御理解願ったらと。条例そのものをどうのこうのという論議を、条例案を出していますから、そういう論議に入ると思いますけれども、趣旨のまず御理解を願わないと難しいだろうと思います。

◆（吉岡副委員長） 今のやりとりであらかた言いたかったことはもう終わってしまったんです。平和のまちづくりを目指していこうという市民の皆さん、そして今回の請求者の皆さんの思いは非常によくわかるわけです。先ほどもお話が出ていましたけれども、８月15日を前後にさまざまな報道であったり、それから書物を読んだりという話の中で、やはり平和を守っていくこと、戦争しないことの大切さ、一人一人がどのように行動していくのかというのは本当に難しい、でもやっていかなければいけないことだと考えるわけですが、先ほどどこかからも話が出ていました。完全なものはできない、だから今何ができるんだろうかという議論をもちろんしていかなけいといけないわけであります。

　今、早川委員おっしゃいましたけれども、平和都市宣言があり、核兵器廃絶平和都市宣言があり、これらの宣言がある中で平和のまちづくり基本計画を加えて条例にしていこうよという、この宣言から条例にしていこうよという皆さんの思いというのはわかるわけなんですが、一方で、やはり第６条の無防備都市宣言というところにやっぱりひっかかるわけですね。

　先ほども寺坂委員の話に出ていましたけれども、市内にいろんな工場がある、橋がある。また、お隣のまち伊丹市には伊丹空港があり、中部方面の総監部があるという形の中で、市域が複雑に入りくっている中で、この市域の中だけで無防備都市が実現できるんだろうか。また、平時は操業していても構わない、平時はいいけれども戦時になったらということをどう解釈していったらいいんだろうか。無防備都市、オープンシティーにするということは、攻めてくる相手の軍司令官とやはりこちらの軍司令官、それから地方自治体の長あたりがやはり話をしてルールを決めていかないといけない中で、平時でうちは無防備都市宣言をしていますから、何もないですよ、もしくは攻めないでくださいということはなかなか守られ得るものではないのかなというところに、少し条例の中にここまでを盛り込んでしまってというのは無理があるのではないのかなというふうな感じをしております。

　仮想敵、だれが、攻めてくるんだということの想定もなかなか難しいわけでありますけれども、軍隊は住民を守らないというのは沖縄戦の手記を読んでいれば事実そうであった部分もあるだろうし、それから逆に、身命を賭して住民を守られた人たちもいるだろうと思います。その中で、ただ、ＡＢＣ－－原子力だとかバイオだとか化学だとかというふうな、事故だとか、それから偶発的な攻撃だとかそういったものがあったときに、自衛隊の出動を、災害のときもそうですけれども要請をしなければいけない、そんなこともある中でここまで言ってしまえるのかなということは、自衛隊による避難誘導を西宮市は要請しないこともあるとは書かれています。尼崎市はそれについては書かれてはいないとは思いますけれども、完璧にそういう形で軍民分離ができるものではないようなという気がしております。

　そんなことの中で、質問をせないかんのです。そんなことの中で、この条例案ですね、宣言を条例にしなければいけない、宣言を条例にすればどのような効果が得られる、もしくは一歩でも進みたいという思いがあろうかと思いますけれども、そのあたりの思いをちょっと聞かせていただきたい。それから、無防備都市宣言というのを平時において第６条に入れられているというところについて、もう一度ちょっとそのお考えをお聞かせ願いたいと思います。

◎（参考人［近藤氏］） 自衛隊の災害要請ということはわかりましたけれども、そういうこともあり得るんだという。それ以外のことは何をどう言いはったんかちょっとわからないんです。

◆（吉岡副委員長） 平和のまちづくり基本計画をみんなで考えていこうという考えはわかるんです。ただ、それをいきなり込めて、いきなり条例にして請求をするというのはちょっとあれかなと思うんで、宣言から条例に持っていかなければいけない、もしくは計画をつくろうよという働きかけがいきなり条例案になってくるというところについてのお考えをお聞かせいただきたいんですけれども。

◎（参考人［近藤氏］） 今の問題の立て方でいきますと、市民平和条例じゃなくて市民平和無防備宣言にしたらどうなのかという質問……。

◆（吉岡副委員長） 無防備については、平時から無防備はなかなか難しいんじゃないのかなと。これをわざわざ条例案として平時から入れておられるのはどうしてなんだろうということですね、１つは。

◎（参考人［近藤氏］） 一番初めに言いましたように、無防備地域宣言の実態はこういうことなんだと明示しながら、平時にできること、それから当然そういう準備をしていかなければならないことという、そういう過程も含めての話だろうと思うんですけれども。

◆（吉岡副委員長） ということは、その無防備都市、どうしたら無防備地域ができるんだろう。もちろん平時に無防備地域がということも考えられますけれども、どうしたら無防備地域ができるんだろうという議論が煮詰まってない中ではなかなか難しいのではないのかなと思うんですが、そのあたりはいかがお考えでしょう。

◎（参考人［高島氏］） そのために何をするかということやと思うんですけれども、この条例案そのものが、尼崎市が戦争につながるものを持たず、平和な都市づくりをつくることによって、尼崎市民が安全、それから命の危険を感じずに子供たちはすくすく育つという、福祉にすぐれたまちになっていくと。そういう平和な尼崎市をつくるという全体像のもとに条例をつくっているということを最初も言ったと思うんですけれども、再度確認させていただきたいのと、私自身は宣言というよりも、陳述の中にもありましたけれども、核兵器廃絶平和都市宣言をつくるに当たって平和運動、尼崎市の中で大きな平和の取り組みができて、全会一致でこれが宣言となりましたという、そういう歴史も十分に伺っています。

　ただ、こういう宣言があるということを私たちは日常的にやっぱり感じることが余りないと。私自身は、そういう宣言を実現するためにやっぱり条例をつくって、具体的に予算措置もして、市民を巻き込んで、役所、行政のほうもそれを目的にしながら動いていかないことにはできないと思いますし、どこかの都市で、１年１年、やっぱりどこまで進んだのかなという検証をしているというのも聞きましたので、そういうことを積み重ねないことには平和なまちづくりはできていかないんじゃないかなと思います。

　６条に関して質問が集中していますが、これは何度も言っていますけれども、現代の戦争は武力攻撃の事態が切迫しているときにどうしよう、こうしようということでまちづくりを考えたとしても、それはもう全く遅いということで、平時から無防備地域宣言ができる都市づくり、これこそが私たちが望んでいる平和な尼崎市をつくる点において本当に効果的じゃないかと思いますので、国際法について、ジュネーブ条約について本当に私たちは日常的には余り接触がありませんし、憲法９条のほうがもちろん皆さんよく御存じのとおりです。

　ただ、国際法を知ることは、私自身が思うには、戦争はしようがないものじゃないと。戦争をいかに違法化する、戦争をなくしていくかということで世界の条約とか、それから国際司法裁判所とか、そういうものに全世界の人が努力してここまで至っているという、そういう人類の成果といいますか、それを私たちもやっぱり日常的に利用するというか実行するというか、そういうまち尼崎市、国際法を遵守する尼崎市をぜひつくっていきたいなと、そういう切なる思いでつくっていることを御理解いただきたいと思います。

◆（早川委員） さっきの質問の９条と前文の続きなんですけれども、現状はもう戦争をする国になったんじゃないかということを前提にこの署名運動は、直接請求運動はされたんですか。私たちはまだ憲法が変えられていない中で９条を完全実施する政府をつくることが今大切だと思うんだけれども、先ほど５人の方の、声ではないんだけど心の声が聞こえてきたんですけれども、今がもう戦時体制じゃないかと。だからこの条例が要るんだという声が一緒に運動された方から出るということは、憲法がもう踏みにじられたと。だから、先ほどお答えになられたのは、憲法は守りますよと、当然のことやと言われたんですけれども、戦時法制に頼らなければならない状態に日本が入っているんだという認識なのか、私たちはまだ憲法を守っていく運動で押し返す時期だと考えているんですが、そのあたりはどうなんですか。先ほどの天の声が何かそんなふうに聞こえるんで、これが原点にあるとしたら大きな違いになってくるんで、お答えいただけますか。

◎（参考人［中村氏］） もちろん憲法を守る立場でございますけれども、今や憲法が非常な危機に直面していると。平和、９条の精神も非常に危機に直面しているという考えは持っております。

◎（参考人［近藤氏］） 憲法の、さっき言いましたように、武器、武力を持たずに交戦権を否定しているという憲法９条というのは、私はもうまるっきりこの宣言を今の時点で各地域に具体化するものやとまず思っています。だから、もう一つちょっと、例えば原田さんなんか御存じやと思いますけれども、「九条の会」の代表世話人をしてはりました井上ひさしさんは、９条を守る運動は大事なんだけれども、やっぱりもっとつくりかえる無防備地域宣言の運動をしたらどうなんですかという、毎日新聞の何か記事に書きはりましたけれども、その立場なんていうのはやはり私たちの気持ちかなり代弁してくれてはると思うんですね。ちょっと正確には言えませんけれども、そういう立場は持っております。

◎（参考人［原田氏］） 私も、憲法を守るというのは当然で、これこそが世界に誇るべきものであると思っておりますので、その点については、危機には瀕しているかもわかりませんが、それは断固許すべからざることであって、積極的に守る立場でございます。

◎（参考人［宮城氏］） 憲法を守るという前提でこの運動をしております。これが具体的なわかりやすい運動だと思っております。

◆（杉山委員） 先ほど第６条のことで、無防備地域宣言の中で、市民の自分の身を守る行動のことを聞きたいんですけれども、先ほど高島さんのお話の中で、この第６条は無防備地域宣言ができる都市づくりを平時からしていくんだと聞いたんですけれども、お聞きしたいのは、例えば、いざ攻められたときに、当然自衛隊は出動しますよね。そのときに、自衛隊は国民の命を守るために専守防衛で動くと思うんですけれども、例えば作戦上、尼崎の港に上陸したときに、ここを通らないでくださいと。ここは来ないでくださいと言わなければ無防備都市宣言にならないんでいいんですけれども、そうなったときに、平時から、そのときは尼崎は戦闘地域にならないように常に自衛隊に前もって言って、言うことを聞いてくださいということが前提でなければ、これは本当に実効性がないことなんですね。そのことについて、高島さんはこれを条例化して、市長が本当にそれができるのか、そのことについてお聞かせ願えますか。

◎（参考人［高島氏］） さっきも言いましたように、平時から通らんとってくれとか、尼崎市はこういう平和条例を持っているので、戦争につながることについてはできるだけ排除－－排除いうたらいけませんね。つながるような行動は支援しませんと表明することはできると思うんですけれども、平時から通らんとってほしいとか、ここでこういうものをつくっているんだから、工場は操業せんといてほしいとか、そこまで縛るものではないと思います。

　ただ、市民の生活に物すごい影響のあるようなことですね。私は神戸で勤めていますので、非核神戸方式というのがありますけれども、本当に尼崎港は非常に大型船舶が泊まれるような施設になったそうなんですけれども、もしそこに核を持った大型艦船が就航することになった場合、それは尼崎市はこういう平和条例を持っているし、戦争につながることについては拒否しますということで入らないでほしいという市長の態度表明はしていただきたいと思います。それで実際に入らないかどうかということについては、そこまでこちらは認められない、確実に阻止できるかどうかはわかりませんけれども、そのときは本当に市民のさまざまな生活に影響があると。例えば神戸なんかだったら、軍艦が入ってくることによっていろんなものを提供しないといけないとか、市職員の人が何かいろんなことをしないといけないとか、非常に影響があるみたいですので、そういうときには、平和条例を持っている市ですから入らないでほしいと市長にぜひ表明をしていただきたいと思いますし、本当に入らないような事態をつくり出すには、一般市民の力も込めていろんな反対運動をしていかなければならないと思っています。

　だから、条例があるから、条例さえ決めればそういうことは一切できなくなるという、そういうものではやっぱりないと思うし、それが本当に有効性を持つためには、行政も、それから市民も大きな力を結集させて、いろんな反対運動を、いろんな働きかけもしないと実効性は出てこないと思うんです。ちょっと答えになったかどうか。すみません。

◆（杉山委員） 今の件、非常に大きな問題があると思うんですね。当然、無防備都市宣言をして、日常から尼崎市は、ここは戦闘状態にならないと世界に宣言したとしても、仮に尼崎市が宣言していたら、隣の西宮市でもいいんですけれども、隣の西宮市に敵が上陸したときに尼崎市を通過しなければ行けないといったときに、通過してしまったら無防備都市にはならないんですよね。そのときはそのときかもしれませんけれども、日常から、ここは絶対通過してもらったら困ると自衛隊にわかってもらわないと実効性がない話ですので、たとえこれを市長が条例化して常日ごろから陸上自衛隊も含めてきちっと話ができるかどうか、そのことについて高島さんがどう思われるのかを聞いたんですね。

　それと、先ほどお話があった神戸の例がありますけれども、神戸はそういう持っていますけれども、でも、実際神戸市はあそこで自衛艦をつくっているんですね。もう完璧に軍事工場といったら軍事工場なんですけれども、つくっているんで、あそこはもう無防備都市宣言はできない市なんですね。そういうことも含めて、今のはちょっと例なんですけれども、高島さん、どのように思われますか。

◎（参考人［高島氏］） 尼崎市にはありませんけれども、基地のあるまちですね、例えば伊丹市、そういうところで無防備地域宣言ができないかといったらそうではないという解釈なんです。それは、基地があっても敵対的な行為をしないことを条件に認められることはあると聞いていますし、住民保護というのが最も大事な目的ですので、基地以外のところ、基地は区分して、それ以外のところが無防備地域宣言をすることも可能であると聞いています。

◆（杉山委員） その前に、先ほどの西宮市の例で、日常的な自衛隊との関係をどのように考えるかをちょっと。

◎（参考人［中村氏］） 杉山委員の発言ですけれども、例えば、西宮市が無防備都市宣言をしていたらという想定も起こり得るわけですよ。だから、そういう想定の質問をなさると、例えば各地方自治体がそういう条例を制定していったときはどうなるのかという、仮定の話にさらに仮定を重ねた話になるから、余り意味はないと思うんですね。

◆（杉山委員） 質問に質問で返してもらうと困るんですけれども、それはルール上ないということなんですけれども。今、尼崎の話をしているんですね。尼崎市長が、意見が出ていますけれども、これが条例化された場合、日常的にここが無防備都市宣言をできるような環境づくりをするためには、日常的な行動も必要なんですね。そのときに、具体的な話ですよ。尼崎市の上を通ってはいけないというときに、でも自衛隊は当然自衛上、作戦行動をするわけですから、それをきちっと伝えることができなければ本当に意味のない話ですので、例えの話ですけれども、これは非常に大きな話だと思いますので、ちょっと答弁していただけますか。

◎（参考人［高島氏］） 合意を求めるというところですかね。市長意見書にもありましたように。

　合意を求めるということは、阻止できるかどうかは別にして、市長としてそういう武力攻撃につながる切迫している状況において尼崎市を通ってもらっては困るということを通告することはできると思うんですね。それを相手が認めるかどうかということはまた別の問題ですけれども……。

◆（丸尾委員） １点、ちょっとお尋ねしたい。いわゆる憲法を守る活動をベースに頑張って活動してきたという中で、この条例案が憲法に照らしてみていかがなものかということを、法制課が来ておると思うんですが－－それは後か。後で質問します。

◆（寺坂委員） 各地域、日本全国でこの無防備地域宣言いろいろと活動されて、いろいろと運動されているのは知っているんですけれども、その中で、国立市が国に対して意見書を出されて、こういうことが地域でそこの自治体でできるのですかという質問をされた公式見解として政府の見解が返ってきているんですけれども、それがジュネーブ諸条約第１追加議定書において特別の保護を受ける地域として規定されている無防備地域について、その宣言は当該地域の防衛に責任を有する当局、すなわち我が国においては国において行われるべきものであり、地方公共団体がこの条約の無防備地域の宣言を行うことはできないものであるという公式見解をされているんですけれども、我々は、法治国家ですんで、国の法令に基づいて独自で地方自治を行っているんですけれども、これをどう解釈して我々は条例を制定すればいいのか、その方法というのは教えていただいていいですか。

◎（参考人［中村氏］） 一言で言えば、それは国の見解であって、決定ではないんですね。国は国の、いついかなる場合でも見解は出しますよ。それが必ずしも地方自治体の利害と一致するとは限りません。だからといって、我々は法治国家だから国の決めたことにすべて従わねばならないということもまたおかしなといいますか、必ずしもそうではないということを申し添えておきたいと思います。

　       ＜休憩・再開＞

　続いて、当局に対する質疑応答の後、市長の出席を求めるため、休憩となった。

（発言の内容）

◆（丸尾委員） 実は、この条例案を国の見解や法律とぶつかるところがあるかもしれないと。それで、憲法に照らしてどうなんかという視点も考えないかんということを言ってはるんですけれども、先ほどの請求代表者の意見の中に、これについて法制課としては、この憲法とどう接触していくと、もう違反になるんか、どうなのか。いや、すれすれですよと、あるいはもうそういう……。だから、そういうことを危惧しているということについて、ちょっと教えてもらいたい。

◎（法制課長） この条例案の中には一点、本来、国の権限であるべき無防備都市宣言を市長が行う旨の規定、具体的には６条の規定がございます。この部分に関しましては、やはり国の所管事項を定めた地方自治法の規定に抵触するものと考えております。

　以上でございます。

◆（丸尾委員） 地方自治法に触れるもんやと、接触するもんやというやつを具体的に教えてくれるかな。

◎（法制課長） 具体的条項は14条１項でございます。普通地方公共団体は、法令に違反しない限りにおいて、第２条第２項の事務に関し条例を制定することができる、これが条項でございます。その中の第２条第２項の事務に関しというのは、地方の事務をいうものでございます。この無防備都市宣言というのは、一応、国の見解でも、午前中も出ておりましたけれども、国の権限であると出ておりますので、やはりこの14条１項の地方の事務、地方が条例で制定できる範囲を超えるものと考えております。

　以上でございます。

◆（吉岡副委員長） 午前中は、第６条についていろいろと質疑あったんですけれども、第７条の平和の街づくり計画の作成等について、この基本計画について当局の御意見をお聞かせ願いたいと思います。

◎（人権啓発・国際化担当課長） 条例案に記載の平和の街づくり基本計画策定についてですが、本市では総合基本計画で人権尊重と平和を希求することを原点にした人に優しいまちづくりをうたっております。これに基づき、すべての市民に平和意識をはぐくむため、国際教育など平和に関する市民啓発並びに教育を推進しております。今後ともこれらの施策の実施に当たっては、事業の点検、精査する中で、より充実した平和の取り組みに努めたいと考えておりまして、現在のところ、したがいまして委員会等の設置については、計画策定については考えておりません。

　以上でございます。

◆（吉岡副委員長） ということは、今の御説明というか御答弁を伺いますと、この議案の中でうたわれている平和の街づくり計画という趣旨については、既に総合計画の中でうたっているから改めて規定しなくてもいいんじゃないのか、そういう理解でよろしいんでしょうか。

◎（人権啓発・国際化担当課長） そのとおりでございます。

　以上でございます。

◆（早川委員） それはちょっと、総計で想定しているから、ではやっているのかという問題が残ってくるけれども、１条からやりたかってんけど、関連やから７条でやりますけれども、ほな７条１項、平和をテーマにした国際交流事業はどこが何をやってんの。

◎（人権啓発・国際化担当課長） まず、第７条第１項に記載の主な事業としまして、第１号では、姉妹都市、友好都市の交流や国際理解など国際交流事業という意味では、国際交流を秘書課のほうで担当しております。次に第２号では、阪神間……

◆（早川委員） いや、そこまで聞いてへん、ちょっと待ってください。１番は何やっているか。ほんなら１番で、そのアウクスブルクと鞍山と国際交流事業やっているけれども、平和をテーマにやっているの。

◎（秘書課長） 国際交流の部分で一番の理念になるのは、国際平和でございます。違う人種の方であるとか言葉の違う方々が人的な交流をすることによって国際平和を希求する、それが基本的理念でございます。

　以上でございます。

◆（早川委員） そしたら、その２つの都市と以外は平和交流はせえへんでええという認識になるの。

◎（秘書課長） 姉妹都市、それから友好都市につきましては、これは代表的な例でございまして、決してほかの国際的な都市と交流しないということではございません。あくまでも姉妹都市提携をしているということで、この２つを挙げさせていただいております。

　以上でございます。

◆（早川委員） そしたら、平和をテーマにした国際交流事業は、今は姉妹都市、友好都市以外とやる計画はあるのか、ないのか。鞍山とアウクスブルク以外と平和をテーマにした国際交流をする予定はあるのか。計画は総計からうたっている中で、具体計画はつくってあるのかどうかお答えください。

　基づいてやってる言うてんねやろ。計画あるんかどうかやから、それぐらい、あるかないかぐらい答えてもらわんとどうしようもないんやけど。

◎（企画財政局長） 平和をテーマにということでございますが、人類の平和を希求するということで、さまざまな取り組みが世界平和につながると思っております。ただいま申し上げるのは姉妹都市提携ということで、都市提携を軸にしながら、他国の方々と交流を深めていくということで、そういった精神を持って国際交流をやっているつもりでございます。

◆（早川委員） だから具体的に言うて。その２つの都市以外と国際交流をする具体的な計画は計画されているのか。さっき総合基本計画で規定がされて、部門別計画でやっていると言うから、書かれていることは計画があるんですかと聞いているんです。あるんですか、ないんですか、端的にそれだけの話なんですよ。一つ一つの事業がすべてそれになりますよなんていうこと聞いているんじゃないですよ。

◎（秘書課長） 国際交流につきましては、部門別計画としまして、尼崎市国際化基本方針というのがございます。その中で、今国際交流ということで姉妹都市を挙げましたのは、これは外なる国際化の部分、それから内なる国際化の部分では、足元からの国際化ということで、いわゆる尼崎市在住の外国人の方の交流というのがございます。先ほど局長からも説明させていただきましたけれども、姉妹都市、友好都市というのは、あくまでも外なる国際化の部分での交流でございまして、さらなる姉妹都市提携をするかどうかということであれば、それは予定ではございません。

◆（早川委員） 答えがちょっと違うんですけどね。条例で市民の方がうたってこられているのは、不十分やと思うからうたってこられていると私は認識してんねん。それで、内なる交流はしていますと言うたって、他都市に向かって平和のために連携しましょうというのが今２都市しかないという事実は変わらない。

　次いきます、２項、さっき答えそうやったから、ついでに答えてもうたらよかったんかもわかりませんけれども、他の地方自治体と平和に関する事業の連携は行っているんですか。

◎（人権啓発・国際化担当課長） 平和に関する事業を他の自治体と連携して行うことということですが、事業自体は行っておりません。ただし、平和施策に関係する連絡調整会議、これは阪神間８市１町でやっております。それと阪神間の平和施策関係で、未臨界核実験等に対する抗議文の送付なども阪神間で調整しながら行っております。

　以上でございます。

◆（早川委員） 調整機関であって、他の自治体と連携して平和に関する事業はやっていないということやね。事業ですよ、事業。先ほど総計に基づいてやっていると言うから聞いてるんやから、総計に基づいてプログラムされた事業があるんですか。さっき言うたやろ、国際交流何とか指針を持っておってやっていると言うけれども、ここに書かれている平和に関する事業を他の自治体と連携して行っている事業は組まれているんですか。点検するとさっき人権啓発室は言われたんだけど、あるんですか、ないんですか。点検できないでしょう、あるかないかわからんかったら。

◎（人権啓発・国際化担当課長） ２項に関しまして事業はございません。

　以上でございます。

◆（早川委員） 次、３項いきます。憲法の平和理念に関する教育や普及活動を行うことというのについては、個々教育機関が努力されているのは認めます。私の子供も市内の学校へずっと行っていますから、教育機関の中で平和教育をされている、そういう先生方がおられるのは認めるんですけれども、市全体として何か取り組みの指針は、さっき何とか、指針があると言ったんですが、教育部門だけじゃなくて、こういうことについて何か取り組み指針になるものをお持ちなんですか。

　市全体でですよ。やってるいうて答えたやん、さっき人権啓発室が。点検する言うてんねんから、やってないの、点検してないん違うん。難しいこと聞いてへんで。

◎（人権啓発室長） 先ほど総合基本計画の中に、そういった形で取り組みをしていくという規定がございますけれども、具体的にそういった個々の平和そのものに関しての計画というのは、特に今のところはありません。

◆（早川委員） そういうことですね、ないということですよね。点検もだからできていないんです。やっていないことは点検できません。

　４番いきます。うちの子は３人とも同じ小学校、中学校を出ました。長洲小学校ですけれども、一番上の子と２番目の子は広島へ修学旅行に行きました。３番目の子は、なぜか知らないんですけれども、平和教育という研修を外して、愛知の万博じゃないんですけれども、何かというところへ行ったんですけれども。それで中学校ですけれども、一番上の子はスキーに行きました。２番目、３番目は沖縄へ行きました。そのときには、事前に沖縄戦の体験を聞かせていただくことをして行きました。学校によっては平和教育の一環として修学旅行などが取り組まれているんですが、やっぱり修学旅行は子供たちの意見も入れてやっていくんですけれども、平和教育について小・中でどのような取り組みをされているんかというたら、私は十分にされていないというか、さっき言われた内なる平和も含めて、きっちりとやるだけのプログラムを教育委員会は小・中の学校に出しているんですか。

◎（学校教育課長） 先ほど委員がおっしゃいましたように、小学校、中学校で20年度に関しまして、小学校５校、中学校７校が修学旅行に広島、長崎、あるいは沖縄という場所を選んで、平和教育の一環として総合学習の中に組み入れた学習を行っております。教育委員会といたしましては、平和教育の一環というものは、修学旅行のみならず、例えば社会科の授業の中、あるいは道徳の中、あるいは総合的な学習の授業の中などにおいて事業を進めるところでございます。ほかにも教科書の中でいいますと、英語の中に、例えば生きる願い、平和の願いというのが３年生にございます。また、２年生なんかに英語の中で、時代の犠牲になるのはだれという教材がございます。国語の中にも、平和教材というのが物語とか説明文の中にございます。そういうものを通し、総合的に平和教育を進めております。

　以上です。

◆（早川委員） ４条で書かれているのは、被爆及び沖縄戦等の戦争体験を聞くなど、地域に住む戦争体験者等の協力のもとに平和教育を推進すること。これ、一部の学校ではやっておられるんですよ、総合の時間に何クラスか集まって体育館で体験を聞くとかというのは。こういうのはプログラム化されているんですか、されていないんですか。

◎（学校教育課長） 社会科の授業におきまして、例えば今ここに書かれておりますような戦争体験から学ぼうということがございます。それは教科の中にございますので、必ず授業を行うということではございますが、例えば行った人の体験を聞く、あるいは家で体験した人、あるいは疎開した人、あるいは空襲を受けた人、また、尼崎市におきましても被爆体験をされている方もおられます。その方のお話を聞くと、そういう体験から学ぼうという学習も行っております。

　以上です。

◆（早川委員） それは、ではどの程度のことがどれだけやられているかというのは、教育委員会は押さえておられるんですね。十分か不十分かという分類がいいのかどうかは別として、どのようにされているかというのは計画されて、ちゃんとされているということですよね。

◎（学校教育課長） 年間指導計画の中で位置づけまして、社会科なら、この教材をこのようにやっているという形のものは示されております。ただ、その検証に関しましてどの程度の検証かというのは、今現在我々の中ではちょっと押さえ切れていない部分がございます。

◆（早川委員） 幾つかの項目についてお聞かせいただいたんですけれども、最初の人権啓発室のお答えというのは、総計に規定がされていて、各方面でやられていて、点検をしてやっているので、新たな計画をつくる必要はないということを言われているんですけれども、１から４まで聞いただけで、教育委員会が４をちょっと押さえておる以外はほとんど押さえられてないんやったら、基本計画つくって押さえていこうという市民のほうが正しいことになるん違いますか。最初の見解が、総計に基づいてあって、点検しているけれども、今は別に新しい計画つくらんでもやれてる言うけど、私が点検しただけでもやれていないじゃないですか。何か縛らんとできんの違いますか。どうですか、見解としては。

　どなたでもいいですよ。できていないと思う私の考えについて、どなたか御意見いただけたらいいんですが。いや、できているとはねはるんやったらそれでいいんやけど。

◎（江川副市長） 先ほど、総合基本計画でその部分をうたって、それに基づいて事業をとっているということで申し上げました。確かに具体的な計画という形で落としてやってはおりませんが、その都度必要な部分について予算化し、やってきております。この７条の条文そのものについては、これに沿った形で少なくとも私ども整理して位置づけてやっているというものではございませんので、御理解いただきたいと思います。

◆（杉山委員） 先ほども参考人の方からちょっと意見聞かせていただいたんで、答弁不十分な部分があったんで、不十分というのは私の理解の中で。ちょっと市長にお聞きしたいと先ほど発言しましたんで、できれば市長を呼んでいただきたいなと思います。

○（津田委員長） 今、杉山委員のほうから、ただいま市長の出席を求めてはどうかという意見がございました。市長の出席を求めるかどうか、各委員の御意見を聞かせていただきたいと思いますが、よろしくお願いします。

◆（吉岡副委員長） 求められているわけですから、拒む理由はないと思います。

◆（寺坂委員） 私ども、出席要求があるならば出席していただければいいと思います。

◆（都築副委員長） 例えば、その議論の中で市長でないと答弁できないような部分があるんかどうか。その部分を言っていて、例えばそれをここで出したときに答弁ができないんであれば、多分呼ばんとあかんとは思うんですけれども、そのような状況かどうかというのは、ちょっとまだ私、はっきりしていないんで、今どうかと言われると、そうしなくてもいいんかなという気はいたします。

◆（早川委員） さっき言いかけで、どういうことを聞かれるかがわからないんで、市長にと言われたので、ちょっと具体的なものを聞かせて、別にやぶさかではないですよ、出席を求めることが可能な人ですからあれなんですけれども、どういうことをお聞きになるのかなというのだけは、ちょっと参考までに聞かせてもらわれへんか。

◆（杉山委員） いや、別に言わなくていいん違うか。私が市長に聞こうと思って言ってるんや。

◆（丸尾委員） 以上のように私は尼崎市がこの宣言をしても何ら実効性を有するものでないと考えており、この条例制定に反対する意見を添えてということで提出いたしますということになっていますよね、これ。ということは、実効性がないと、何ら実効性を有するものでないということについても、ちょっと詳しく御出席されたら聞かせてもらいたいなと思っております。

◆（吉岡副委員長） 先ほど第７条の平和の街づくり計画の策定等について、ちょっと当局の答弁、見解をお伺いしたわけですが、市長の意見の中には、無防備地域の宣言については随分と書かれているわけですけれども、この平和の街づくり計画についての意見がなかったというのはどういうことなのかな、どう理解してはるのかな、もう少し詳しくお聞きしたいんですが。

　意見書の中に、第７条、平和の街づくり計画についてのコメントがないように見受けられるんですが、この計画についての市の意見をお聞かせ願いたい。

◎（人権啓発室長） 市長の意見書の中には、いわゆる６条以外、特に２条、６条以外の部分の見解がないというような考え方でございましたですけれども、市民の皆さん方の平和への願い、そういったものにつきましては、市長も強く思っているところでございまして、追加して言うなれば、第１条、あるいは第３条、第４条というようなところではございますけれども、本市におきましては、御承知のように昭和32年に世界平和都市宣言をされ、また60年には議会におきまして核兵器廃絶平和都市宣言が決議されているところでございまして、平和や核兵器廃絶への思いを広く内外にも表明をしてきたところでございまして、本市におきましては、この両宣言の趣旨を踏まえまして、平和に係る取り組みを行ってきているところでございます。

　また、もちろん平素からそういった取り組みをしているとともに、地域の方々の自発的な平和に係る取り組みに対しても側面から支援をすることもございますし、そういった取り組みにも取り組んでいるところでございます。また、平和的な生存権につきましては、憲法前文におきまして、平和のうちに生存する権利を有するということで規定はされているところでございます。

　また、第５条につきましては、核兵器の廃絶の働きかけということではございますけれども、さまざまな核実験に対して市長のほうから抗議文を送付するなど、また民間団体による核兵器廃止への行進に対しまして市長からメッセージをお伝えするなど、さまざまな機会をとらえて非核への意思表示を行っているところでございます。

　最後に第７条でございますけれども、先ほど早川委員からの指摘はございますけれども、平和に係る事業といたしまして、社会教育における平和教育推進事業であるとか、あるいは学校教育での平和学習であるとか、そういった取り組みは現在行っているところでございまして、今後ともこれらの事業を継続、充実する中で平和への取り組みを進めていきたいと考えているところでございます。

　以上でございます。

◆（吉岡副委員長） 御答弁を聞いておりますと、問題になるその実効性がないように思われるのは第６条で、その他の条文については、実際にもう実行しているし、それから別に反対するものでもないという意味合いに聞こえたんですけれども、どんなものでしょうか。

◎（防災対策課長） 私どもからお答えする立場かどうかはちょっとあいまいな部分はありますけれども、このたびの直接請求の中身に関しましては、第６条の無防備地域宣言、これが大きな柱となっております。いろいろほかのこともあるんですが、これを重要な部分として受けとめまして意見を取りまとめたわけでございまして、決して市長の平和施策に対する意見といいますか、これを軽くしたものではありません。

　以上です。

◆（早川委員） 今のお話でいくと、非常に今回の市長意見というのは、６条に限って鋭くまとめておられるというか、６条だけ目のかたきにされているという感じもせんでもないんですけれども、他の部分については、はしにも棒にもかからないとは考えていないというのが今の御答弁だと思うんですけれども、そう思うとっていいんかな。

◎（防災対策課長） 声明文の中にも、今回署名された方々の思い、これのことも触れておられるんですが、当然市長もこういったことはわかっておられまして、当然真摯に受けとめると。そういった上で、平和施策の部分につきましても、あくまでここで請求者の趣旨からしましたら無防備地区宣言のことになりますから、これを主に、重要な点やということで意見として取りまとめさせていただいております。

　以上です。

◆（早川委員） いや、だから聞いているのは、ほかの部分、１条から５条、７条については評価できるのか、できひんのかどっちなんですか。評価を書いてないから聞きよんですわ、意見の中に。これ議案ですよ。議案だから、１条から７条まであって６条にだけ評価を書かれていることに対して私は不思議でならんから、１条は、一つずつ言いましょうか、１条の世界平和都市宣言及びこの云々と書いてあるところの条文に対する評価はどうなんですか。

　答えへんねんもん、まとめたって。評価はせなあかんねんから。ないんですか。評価してない。６条が悪いからみんなペケと、こうやって書きはったわけか。そしたら、さっきの市長の意見がおかしなってくるやんか、評価するところがあると言うてんのが。何でそんなためらわなあかんような問題なん。

　ちょっと出えへんねんな。ごめんなさい、そんな難しいこと聞いているつもりはないんです。１条についての評価、２条は用語の説明ですから、こんなん評価もうても仕方ないんですけれども、３条の憲法前文の平和に生存する権利を有することを確認するということを具体化したものについては、けさ評価はされたんですよ。だから１条についてはどうですか、３条についてはどうですか、４条についてはどうですか、７条についてはどうですか、７条はさっき吉岡委員に対してお答えになっているんで、私は、ここだけ先やりますわと言うたのはそういうことだったんです。

　それで、１条に対してはどうなんですか－－５条もありました、ごめんなさい。５条は、先ほどの市長の御評価ではやっていますという評価だったんです。私は不十分だと思っていますけれども、やっておられるのも事実でしょう。それはいいんですけれども、では１条はどうなんですか。何でそんな手間取るんかがわかれへんねんけど、私には。

◎（人権啓発室長） １条につきましては、市の平和についての基本的な考えという部分があろうかと思っておりますけれども、平和な社会の実現というのは、やはり市民生活の基本でもございますし、世界平和は人類普遍の願いであると思っております。よって、市民が安全・安心に暮らすことのできる地域社会を実現するということが、今行政の使命であると考えておりまして、本市では32年に世界平和都市宣言、そしてまた60年に核兵器廃絶平和都市宣言が決議をされているところでございまして、この両宣言の趣旨を踏まえた中で、平素から平和教育推進事業などの平和事業を推進しているところでございます。

　以上でございます。

◆（早川委員） そうすると、１条は今やっている市の施策と合致すると。条例にすれば目的というのは合致すると認識せざるを得ないんですが、３条についてはどうですか。さっき３条、４条について、室長のほうは一定評価をされるようなあれだったんですけれども、３条については憲法前文の言葉を具体的に市に置きかえたものだと思うんで、これを否定すると憲法を否定することにもなるかと思うんですけれども、この３条については、平和のうちに生存する権利、そしてその意に反して軍事または防衛に関する協力を強制されない、これ、憲法の基本的な条項だと思うんですけれども、これについてはどういう評価をされていますか。これについてはどうですか。

◎（人権啓発室長） 平和的生存権につきましては、委員おっしゃっておりますように、憲法の前文におきまして、我らは全世界の国民がひとしく恐怖と欠乏から免れ、平和のうちに生存する権利を有することを確認すると規定しているところでございまして、改めて条例で規定する必要性はないんではないかと思っています。

◆（早川委員） それから４条で、市は前条の市民の権利を保護するとなっています。それで、地方自治体の責務については先ほどから何回か御答弁いただいているんですけれども、憲法の前文と９条は国権やからという返事が返ってくるのは嫌やねんけど、憲法を擁護するのは地方自治体の役割であって、新しい地方自治法で福祉の向上の福祉の基本は平和やと思うねんけど、そしたら市の責務としては、この市民の権利は擁護するというのは妥当なことですよね。地方自治体の責務が漠然と福祉の向上に変えられたということは、基本の福祉は平和なんですよ。そういうことでいいんですよね。

◎（人権啓発・国際化担当課長） 委員がおっしゃられたとおり、地方自治法におきましては、地方公共団体の役割としまして、住民の福祉の向上を図ることを基本として、地域における行政を自主的かつ総合的に実施する役割を広く担うものとされております。当然ながら、市民が安全・安心に暮らすことができるために、福祉、教育などの総合的なサービスに努め、適切に提供するとともに平和に係る意識を醸成するための施策を実施することは、平和な暮らし実現に取り組んでいくことであると考えております。

　以上でございます。

◆（早川委員） そしたら、今の市の平和運動、平和教育、平和を推進する姿勢を考えたときに、６条以外は市の考えと合致しているという答弁になるかと思うんやけど、そう受けとめたらあかんのかいな。

◎（防災対策課長） 今のお話で、３条の２項の部分が答弁されておりませんけれども、ここでは、市民はその意に反して軍事または防衛に関する協力を強制されないと、これはお答えしておりませんでしたので、軍事、防衛に関しましては国の専管事項でありまして、条例での規定というのは妥当ではないと解しています。また、国民保護計画では、協力を要請されたときには必要な教育をするように努めると、そういうことでございまして、今、早川委員がおっしゃった分では、全部あとは丸かということにはならないかなと思います。

　以上です。

◆（早川委員） ちょっと今の答弁やったらすごい不満なんだけど、憲法前文を否定すんのかいな。憲法前文の中に平和を希求することは国民の義務－－違う、まともに読もうか。「日本国民は正当に選挙された国会における代表者を通じて行動し、我らと我らの子孫のために、諸国民との協和による成果と我が国全土にわたって自由のもたらす恵沢を確保し、政府の行為によって再び戦争の惨禍が起ることのないようにすることを決意し、ここに主権が国民に存することを宣言し、この憲法を確定する。そもそも国政は国民の厳粛な信託によるものであって、その権威は国民に由来し、その権力は国民の代表者がこれを行使し、その福利は国民がこれを享受する。これは人類普遍の原理であり、この憲法はかかる原理に基づくものである。我らは、これに反する一切の憲法、法令及び詔勅を排除する」となってあって、その次が恒久平和を求めていって、平和を愛する国民の、それからここに書かれている、平和のうちに生存する権利を保障すると書かれている。ということは、今の答弁でいくと国民保護法そのものが憲法違反ということになるで。

◎（防災対策課長） 国民保護法は、武力攻撃等が発生した際に、国民の生命、身体、財産を保護し、国民生活等に及ぼす影響を最小にするため、国、地方公共団体、指定公共機関等の責務を初め、各地方公共団体に対しては、それぞれの行うべき措置について国民保護計画を定めることを義務づけされておりまして、これに基づきまして本市においても計画を策定しているところでありまして、当然、市においても住民の保護というのは第一に考えておるわけでございます。

　以上です。

◆（早川委員） 条文は、市民はその意に反して軍事または防衛に関する協力を強制されない。強制されないと書かれているのに、この条文が何で国民保護法と。では国民保護法のほうがおかしくなるやん、憲法前文と照らしたら。もともとうちは、国民保護法も保護条例も有事法制であることから反対はしているよ。でも、ここに書かれていることは憲法の規定を地方自治体でやっていこうということを書いているだけなのに、それが相入れないという見解を出していること自体、地方自治体の行政の責任を持つ部門としてはおかしな答弁になるん違うか。違うのか、いや、改めて手を挙げられるから、こうやって聞くんですよ。これは憲法の規定をあらわしたものであって、別段何のことはないと思ってるんやけど。

◆（都築副委員長） 保護計画、１編総論の基本的考え方、市民の保護というのをちょっと読んでもらえますか。読もうか。基本的考え方の１の市民の保護ところで、国民保護措置の実施に当たっては、市民の生命、身体及び財産を守ることを最優先とし、有事においても市民の自由と権利を尊重し、武力攻撃事態から市民を保護するための活動を行うと書いておるんですよ。別にこのことは、僕はこの３条と矛盾するとは思えへんねやけども。

◆（早川委員） いえ、矛盾すると言うたよ、出したほうは。

◆（都築副委員長） 言うたわな、向こうは。そうなんですか、そういう見解でおるんですか。

◎（法制課長） ３条ですけれども、１項と２項はちょっと趣旨が異なるのかなと。１項は憲法前文の平和的生存権、これは具体的な権利かどうかは別にしまして、これをそのまま書いてある。それで４条でそれを保護する。憲法の範囲内ではそれは別に問題はないと思います。

　ただ、３条２項は、軍事または防衛に関する協力を強制されないと記載されております。それで、午前中も請求者の高島さんですか、おっしゃっていましたけれども、国民保護法も４条２項で同様の規定がございます。ただ、国民の保護に関することに関して強制されないというような規定になっておりまして、文言上、軍事または防衛に関する協力を強制されないというのと、国民の保護に関する施策について強制されないというのは、ちょっと趣旨が違うのかなと。というのは、自衛隊というのは、やはり国防のための事務をするのであって、ただ、自治体、あるいは国、都道府県、市町村、あるいは公共的な機関が担う国民保護の事務というのは、自衛隊がやる敵の攻撃を反撃するという自衛力の行使ではないと思います。

　それで、先ほど答弁で、余り３条２項は適当でないというのは、軍事または防衛に関する協力を強制されないという部分で若干適当でない、これが国民の保護に関するということであれば非常に論点が合うのかなという趣旨であったと思います。

　以上でございます。

◆（都築副委員長） ちょっと今聞いておってよくわからないんですけれども、要するに住民、市民は軍事の部分と防衛の部分、要するに分離されない、軍隊と同じような役割を果たさないかんとなるわけか。今の部分、何かそうならへんか。

◎（法制課長） 当然その軍事とか防衛に協力する強制力というのが強制されないというのは当然のことだと思います。ただ、１点、その強制されないの意味の中に財産権の収用という部分があるんです。自衛隊法にちょっと土地の使用ができる。それは、防衛出動の非常に緊急事態のときに限ってのものなんですけれども、これは土地を使用することができる。ただし、憲法の29条３項で、公共の福祉のために補償のもとにそれが使用できるという規定がございます。これも憲法論の問題になろうかと思うんですけれども、結局自衛隊法は、そういう土地の使用をするときに補償の規定を置いております。これによって、お金の補償のもとに、そういう緊急事態のときに我が国の公益を守るために、そういう強制力を行使することができると。

　それで、現行の国民保護法制のもとでも、そのどっちの規定が強いかといえば、やはり緊急事態でございますので、我が国が自衛力を行使するためには、やはりそこは優先されるべきであると、こう解釈しております。したがいまして、３条２項そのものは、委員おっしゃっているとおり、そういう面で強制はされないという部分は、そういう収用、自衛隊法にいう収用という部分に関しては、それを優先するという、これはもう憲法上、憲法29条３項に裏づけられた上で、それを追認することはできるという見解でございます。

　以上でございます。

◆（早川委員） さっき陳述者の方も国の見解やいうて、法定ではないという話をしているんで、私もそない思うねん。自衛隊法が、憲法前文が否定していることをするために公共の利益を持ち出しているのは、それは裁判もあっちゃこっちゃでやってはるし、いろんな問題になっているんだけど、それに基づいて憲法前文の精神が地方自治体がつくる条例に持ち込めないという見解にはならないでしょう。何でそうなるんかが、不適切やというのがわかれへんねん。

　自衛隊法がひょっとしたら違憲かもわかれへんという判断を求めていかなあかんの違うん、この条例をつくる人らは。そうでしょう。この条例は憲法の前文の精神を地方自治体に生かそうとして書き込まれてるわけやん。この条文があきませんというのに、自衛隊法まで持ち出してこなあかんのかいな。私はそこがもともとがおかしいん違うかと思ってんねん。平和のために生きたいという住民がおられる、それを宣言しようとしている、そのことに対して、憲法に触れるものでも、ほかの法律つくったらあかんと言うてんのにつくってあることに触れるからアウトやというのは、地方自治体の見解としては持つべきではないと私はそう思う。私の見解ですよ。

◎（法制課長） ですから、この軍事または防衛に関する協力を強制されないということを書くこと自身に違法性は出ないとは思います。ただ、言葉として適当かどうかといったときに、ここがやはり我々の意見とすれば、国民保護法、自衛隊はやはり国がやるべき事務であって、軍事または防衛に関する協力というのは国の事務の範疇で書かれる文言でございますので、自治体、たとえ法定受託事務であったとしても地方自治体ができる事務ということで、例えばここが国民保護に関する事務に関する協力であれば、非常にスムーズな規定であったと思うんですけれども、若干軍事または防衛というところで、もろに国の事務という形で書かれたときに、そこらあたり若干なかなか100％ということでこれができるということが、なかなかちょっと適当でないというような、そういう見解でございます。

　以上でございます。

◆（早川委員） 見解の相違かもわかれへんけど、市民がこう思おうということを宣言されることは国の法律に触れへんの、触れるんか。適当でないということを言われるけれども、尼崎市の条例案で、尼崎市民は自分の意思に反して軍事または防衛に関する協力は強制されたくないと宣言することは違反なんか。団体事務として、地方自治体として違反やということで言われているわけか。不適切なんと違反なんとは大分違うんやけど。

◎（法制課長） これ自身、自分一人一人に考えたときに、別にこれを書くことが違法であるとか違憲であるとかいう問題はないと思います。これを書くこと自身は特に支障がないんかなと思います。ただ、何度も申し上げていますとおり、実は自衛隊法の中に強制収用の規定がございますので、それとここの強制という部分が、どうしても一部が重複する部分があるんですね。それに関しては、国の法令のほうが特別法であるという見解の中で、そっちのほうが強いということを前提の条例であれば、特に問題はないのかなと考えます。

　以上でございます。

◆（都築副委員長） いろいろ市長意見に対してはありますけれども、それは多分答えていただけると思います。答えられん部分は市長が来てからでも結構なんですけれども、１つは、この意見の全体がほぼ否定的部分が大きな部分で、余り肯定がされていない。きょう、この運動に対する評価も多少いろいろ出てきてはいますけれども、それは今各委員から質問がありましたからおくとして、ちょっと気になるのが、市の態度がこれまでと変わったのかどうかちょっと聞きたいと思います。

　１つは、これ2003年の12月議会で、国民保護法の質問で酒井議員が例えば質問しています。それで、市長のこの意見書を見る限り、どうもそんなところはどうなっているんかな、これで考え方が変わったんかなと考えざるを得んので、ちょっと確認をしたいと思いますけれども、それはきょう、沖縄の話を宮城さんがしていましたけれども、自治体の長として軍事的、軍からの何か要請があったときと、それから住民保護の要請が対立した場合にはどうするのかという問いに、どのような場合でも市民の安全を守ることを最優先に対応してまいりますというふうに答弁されています。

　例えば、軍が侵攻してくる、例えば日本軍が、自衛隊が侵攻してくる、それで住民が逃げる、ぶつかる、そこで当然侵攻と退却、それから逃げるという、避難というのが同じ道路でぶつかると、こういうことが生じてくるわけですわね。それで、このときにほんまに住民の、市長は住民の安全を最優先に考えるというふうに言うのかどうか、ちょっと確認をしたいんですけれども。

◎（防災対策課長） 基本的に、前回お答えしている対応と考えは変わっておりません。それで、おっしゃっておられるのは、軍事行動と避難措置が競合した場合、いわゆる自衛隊は国の要務を優先するんじゃないかとおっしゃっておられると思うんですが、例えば自衛隊と米軍の行動で、いわゆる道路の利用、これに関しましては、特定公共施設等の利用に関する法律に基づきまして、国の対策本部長のほうが道路の利用指針というものを策定されるわけでありまして、今現在で住民が優先されるというお答えはちょっとできかねるんですけれども、基本的に冒頭申し上げましたように、何ら市の考えとしては変わっておるものではございません。

　以上です。

◆（都築副委員長） ちょっと確認するけれども、市の立場をどうするんやというのを聞いておるんですね。市のほうは、当然住民の立場を最優先にするというのが今までの見解やと思ったんだけど、そういう理解でいいんですね。

◎（防災対策課長） あくまで市の責務としましたら、市民の財産、これを守るのが市長の責務でありますんで、住民の保護、これは第一義的に考えているところでございます。

　以上でございます。

◆（都築副委員長） 次に、これ、意見書の中身に関係してくるんですけれども、無防備宣言のコンメンタールでは、市長や知事でもできるが、軍との全面的合意ができれば無防備宣言ができると書いているんですね。それで、この意見書、我が国では国において行うべきと言っているので、行うことができないとしていますが、市長の意見は、仮に市が無防備宣言を国に働きかけたときに我が国はそれを認めないとこの意見書の中では言っているのか、市は言っても無駄であるから、尼崎市は国にそのような働きかけ等もしないと言うてるんか、これちょっと意見書の中身なんですけれども、意見の中身なんですけれども、どうなんですか。

　要するに市の態度として、住民保護のためには国に働きかけて合意を図るための努力をほんまにする気はあるんかどうかということをちょっと確かめたいんですけれども。

◎（防災対策課長） 市長がここで申し上げていますジュネーブ諸条約に関します４条件、これを地方自治体が満たすことが不可能と、難しいということで実効性がないとお答えをしているものでございます。

　以上です。

◆（都築副委員長） そうすると、国民保護計画の中にもちょっと関係してくるんですけれども、例えば武力攻撃が切迫しているかどうかの情報を、市長が国に、これは先んじて得るとは考えにくいというようなことを書いていますけれども、いわゆる市長に何も権限がないように言われていますけどね。ただ、国民保護計画の中に、市長が不測の事態に備えた即応態勢を強化すべきと判断したときは、緊急事態連絡会議を設置して即応態勢の強化を図ると。これには、武力攻撃事態の認定を受けた場合の条件があるんですけれども、そうした場合は市長の権限で即応の態勢がとれると書いているわけですね。それで、例えば避難誘導のときに消防、警察、自衛隊が避難誘導に当たるとなっておるんですけれども、特殊標章というのがありますよね。何か三角やったっけ。

○（津田委員長） 各学校にね。

◆（都築副委員長） 何かありますよね。それで、いわゆる軍隊じゃないという、非武装の人たちやということではっきりすることなんですけれども、避難場所を例えば定めて、この場所にも、その公布は市長ができるわけですね。特殊標章の公布は市長が権限を持っているわけですわ。それで、例えば避難場所を決めて特殊標章を掲げるということになる、これは可能ですよね。

◎（防災対策課長） 自衛隊とその住民誘導の際に特殊標章を活用するという話ですけれども、おっしゃっておられるのは市の中でということですか。

◆（都築副委員長） そうですよ、尼崎国民保護計画の中で書いているわけですね。

◎（防災対策課長） それは、市に限らず場所的に県外というようなこともあり得ると思いますけれども、基本的には市長が可能だと書いています。

　以上です。

◆（都築副委員長） 例えば、そういうことができるんであれば、そのことはある意味では無防備地域宣言、例えば無防備地域といったときは、尼崎市を全部せないかんというふうに言うとるわけじゃないんですよね。どうですか。尼崎市域全部をせないかんのか、限られた部分でもいいのかどうか、見解はどうですか。

◎（防災対策課長） ちょっとおっしゃっている意味がよくわからないんですが、あくまで市長が宣言するという部分では、おっしゃっておられるのは、例えば市域の中の特定の地域ということでしょうか。

◆（都築副委員長） その場合でもある。

◎（防災対策課長） 現実的にそういうことが可能かというと、非常に疑問というふうに私自身は解します。

◆（都築副委員長） そうすると、可能じゃなかったら、国民保護計画になっている、例えば特殊標章を出して、この場所を避難場所にするということは不可能になってしまうわけじゃないですか。

◎（防災・管財部長） 難しいと申していますのは、例えば尼崎市、伊丹市と入り組んだ区域がございます。例えば、尼崎市全域が、明瞭に市境が区別できるようなことであれば、理論的に可能やと思います。ただし、一般的に想定されますのは、例えば阪急以南、例えば国道以北と、そういった地域に限定して、だれが見ても明瞭にこの区域がその区域に該当するということがわかる場合には、それは可能かと思います。

◆（都築副委員長） そうすると例えば無防備地域線、この地域には住民しかいませんよ、軍隊はいませんよ、攻撃するのはやめてください、攻撃してはなりませんとなっているわな、国際人道法の考え方とすれば。いわゆる軍隊と住民と分離するわけでしょう。

　そうすると、その地域というのは、宣言はしていないけれども無防備地域ということになるんじゃないんですか。もうちょっとつけ加えると、それができなければ国民保護計画に載っていることはできないということになるんですけれども、どうでしょうか。

◎（防災・管財部長） まず、ジュネーブ諸条約におきます今おっしゃっている部分でいいますと、紛争の当時国の相手方があるわけでございまして、そちらのほうがあくまでも合意せなあかんという前提がございますので……。いうふうに理解していますので、ちょっと難しいかと思っています。

◆（都築副委員長） そうすると、国民保護計画で書いていることも無理やということになるわけか。

◎（防災・管財部長） ちょっと矛盾して申していないつもりなんですけれども……。

　明らかに明瞭にこの部分について市民を保護していますということが相手方にも伝わる状況下にあれば、当然その保護計画に基づいていることは実行可能やと思っています。

◆（都築副委員長） 無防備地域もその状態やったら可能やということか。それ以外は不可能ということか。

◎（防災・管財部長） 無防備地域の宣言を軍隊に対する権限を持っていない市がすることについて、難しいということを申し上げているのであって、地域を限定することについての難しさということにつきましては同様であると思っています。

◆（都築副委員長） 何か言っていることが、宣言をするかどうかというのは確かにあるんだけども、例えばそういうことで実効性があると国民保護計画はしているわけでしょう。

◎（防災・管財部長） そのとおりでございます。

◆（都築副委員長） となると、そのことは不可能ではない、それに似たことは不可能ではないということになるんじゃないですか。国民保護宣言をするかせんかはともかくとして、そういう地域をつくっていくことは可能であるということではないんですか。実効性がないという言い方もかなりされているようですけれども、どうですか。

◎（防災対策課長） おっしゃっていることはわかるんですが、一自治体の長が市域の一部をとらまえて、そこを無防備地域とすることは実態的には不可能ではないかなと解する。理論上は可能かもしれませんけれども……。

◆（都築副委員長） 国民保護計画でそのことをするんじゃないのか。そのことが、同じことを保護計画でするから避難場所がつくれるんじゃないんですか。

◎（防災・管財部長） 保護計画におきましては、市民はもちろんのこと、市を通過している人も含めまして、その状況下におきましては保護する認識はございます。

◆（早川委員） この論議は余りしたくはないんやけど、避難所はつくるんですよね、保護計画。私自身は国民保護計画そのものが要るんか要らんのかというたら要らんと思っているんですけれども、そんな状態になる前に、国と一緒になって市民は戦争をとめる努力をすべきだと思っているんで、でも今の論戦を聞いていると、国民保護計画は事前に計画して、一定地域を避難地として定めて非戦の地域につくっていくということが書かれていると。それと同じことを、計画的に非戦地帯を求める動きの中ですること自体は同じことやねんから、計画して事前に通告しておいたらできること違うんかというのが都築委員の質問やと思うんやけど、違うの、そうやろ。それに対しての答弁は、なぜ片方はでき、片方は計画してもできひんで、片方は計画したらできるんかということで、答弁になってへんからこの論議が続くんや思うねんけど、そのあたりはどうなんか。

　事前に書かれている７条の部分で計画して、ここの地域はこうやでというて宣言しちゃえばできるんやったらできる、できひんならできひんて言うてもうたらそれで終わる論議やねんけど、そっちの答弁がずっと、法律を引いているのか何か知らんけれども、ごちゃごちゃ言うから長なってんねんけど、どうなんやろうか。では国民保護条例でもできひんわけや。ほな、できへんことを規定した条例を私らはつくったわけや。ほなもうやめてまおうや、あの条例も。

◎（防災・管財部長） 国民保護計画部会におけます保護区域というのは、今、早川委員おっしゃるとおりでございまして、ただ、無防備地域の宣言につきましては、その区域を市としてしたいということで意思表示はできるかもわかりませんけれども、そのことに対する実効性が担保できないことで、意味がないようなことを申し上げておるわけです。

◆（都築副委員長） 宣言をするかどうかは別ですよ。同じような内容のことが言われているんだけども、それを何の理由によって区別しているわけ。それがようわかれへんのですわ、理解ができない。

◎（防災・管財部長） まず国民保護計画、これは国の法律に基づいて計画をつくっておるものでございまして、一定の拘束力は当然あると思っております。ただ一方、その無防備地域につきましては、戦時下におけます一定の地域を占領、相手に対して開放区とすることの中での住民の保護となりますので、そういったことにおけます開放区の権限につきましては一自治体の長にないと、そのように私は認識しております。

　       ＜休憩・再開＞

　質疑応答の後、本案は、本日のところ審査をこの程度にとどめることと決した。

（発言の内容）

◆（杉山委員） すみません、お忙しいところ。市長に何点か聞きたいことがありまして、来ていただきました。

　午前中意見陳述がありまして、その中で原田さんからこのような陳述があったんで、ちょっと聞いていただけますか。そのことについてお伺いしたいと思います。

　「白井市長は署名に対しその重みを尊重されず、平和の願いを受けとめる言葉もなく、いわば切り捨てるような意見書を書かれたことに強い憤りを感じております」。中飛びますけれども、「せめて請求代表者の声を直接一度は聞いた上で意見書を書いていただきたかった。再三の面談してほしいとの要望にこたえられませんでしたが、市民の意見を聞く姿勢がないのかと疑わざるを得ません。断固抗議します」というような意見陳述があったんですけれども、白井市長は市民の声を直接聞いて市政に反映させるということで、それを政治姿勢にされてきたということは私もよく存じてるんですけれども、この「尼崎を非戦の街に」市民平和条例についてということで、市民からの発議というか発で来たと思うんですけれども、これを議案として提出されるに当たって、意見はここに書いてありますからまた後ほどお聞きしますけれども、なぜその政治姿勢から、この代表の方と面談されて生の声を聞かなかったのかをちょっとお聞きしたいんです。

　というのは、議会も意見陳述いう形で、時間制限はありましたけれども直接お聞きして、参考人としても質疑させてもらったんで、そういうことを委員会としてやってきたんですけれども、なぜ市長がそのことを議案として出される前にされなかったのかについて、ちょっとお聞きします。

◎（市長） 陳述者の方たちとは、１月26日に行いました市長室オープントークで45分間、議会での御質疑よりも長いかと思いますけど、45分間にわたりまして意見交換をさせていただきました。

　そのときに十分条例制定に関しての趣旨ですとか活動内容等、全国的に活動なさっていることなども含めましてお話をお伺いしたところでございます。

　その中で私といたしましての考え方も申し上げまして、平和活動に対しまして、活動自体を否定するつもりは全くございませんし、活動なさることに対しては頑張ってやっていただけたらと思っておりました。

　しかし、条例制定につきましては、私といたしましてはその時点で既に実効性が大変難しいものだというふうにお答えもしておりまして、その時点で意見がかなり違っているということはお互いに認識をしていたところでございます。

　そんな中、６月27日でしたでしょうか、再度意見交換の御要望をいただいたのは事実でございます。しかし、もうその時点でかなり日程的に厳しかったこと、それと、意見交換の中で相違点はかなり明確になっておりまして、相違点があるからということで相違点を埋めましょうということで、何度も御面会の御要望というのは各種団体からもございますけれども、なかなかすべての御要望におこたえできるわけではございませんし、すべての団体の方が納得していただけるまで話し合いが続けられるということではないのも事実でございます。

　私の政治信条といたしまして、より多くの方々とフランクにお話をしていきたいということは今も変わりません。ですから、できるだけ多くの団体、いろんな意見をお持ちの方々と意見交換したいと思っておりまして、意見の違いがあるからそこが埋められるまで意見交換を続けることは、実際問題に時間の関係からも難しいと思っております。

　以上でございます。

◆（杉山委員） 今のお話聞いて経過がよくわかったんですけども、残念なのは、45分間市長室オープントークで話をされたということなんですけど、議会の質疑より長かったというのは失礼な話ですね。議会の質疑はもっとやっておりまして、そういう言葉が出ること自体ちょっといかがなものかと思うんですけども。

　できれば意見の相違を埋めようということで、それができなかったということ、それと、埋めるまでずっと話し合いはできない、時間的なものもあるということと、それと、より多くの方とフランクに話し合いしたいということ、いろんな言葉挙げられましたけど、ただ１点残念なのは、やはりこの意見書をつけて上がってきましたけども、これは議案でありますんで、もっと議会にも明確にわかるように、もっともっと市民の方と、代表の方等も含めてもっと意見交換した上で議案提案をしてもらいたかったと残念に思います。

　これはもう過ぎてしまったことなんで、仕方ないことなんで、次いきます。

◎（市長） 失礼しました、先ほど私が言い間違えました。陳述者の方が30分間陳述なさったよりも長く意見交換をしたと言わないといけなかったんで、大変失礼いたしました。

◆（杉山委員） 主に意見、主にというかほとんどこの６条について市長意見があるんですけども、この無防備地区、無防備地域宣言なんですけど、この審議の中で高島さんがおっしゃってたのは無防備地域宣言ですね。

　これは当然、紛争になってから宣言をして、そして実際それが無防備地域になるかどうかというのは相手のあることですから、その状況によると思うんですけど、それ以前に高島さんは、無防備地域宣言ができるような都市づくりをしてもらいたい、平時にですね。

　要するにそのような状況づくりしてもらいたいというようなお話だったんで、高島さんに質問させてもらったんですけども、ならば、例えば隣の市が戦闘状態であったというときに、尼崎市を通って自衛隊が出動するときに、ここは通らないでくださいと。通ってしまったら無防備地域宣言ができませんからということに実際なる前に、常日ごろから自衛隊に対して、尼崎市はそのような宣言をするんでここは絶対通らないように行動してもらいたいと常日ごろからそのような、自衛隊なら自衛隊と常日ごろそういうような状況をつくっていかなきゃいけない。

　また、軍事的な施設に転用できないように、そういうような、日常から常に求めないけないということもあると思いますね。

　そういうことについて市長は、高島さんの話はそこで終わってたんですけれども、いざこの条例が施行されたら、そのような努力はできますか、実際。

◎（市長） 戦争が万が一起こったときに、市民の安全と財産、生命を守ることが自治体の一番大切な責務だと思っておりますので、最大限の努力はしていかなければならないと思っております。

　しかしながら、実際的には自衛隊や国防に対する権限を一自治体は持っておりません。ですから、その部分で、本当に宣言というものを実施したといたしましても、相手国や周辺の人たちもそれが有効であるという認識がされるのかどうかということも考え合わせますと、かなり実際的には難しいのではないかというふうには思っております。

　それと同時に、常日ごろから戦争自体が起こらないような、そういう努力ですね。周辺の国ともコミュニケーションを図るとか、尼崎市じゃない、日本という国が世界の中でしっかりとした責任を果たしていくというような、そういう地道な努力というのは当然のことながら必要ですし、求めていかなければならないし、尼崎市としてもできることはしていかなければならないと思っております。

◆（杉山委員） 午前中に陳述者に対して意見をお聞きしたんですけども、その中で、当局または住民により敵対行為が行われないこと、また軍事行動を支援する活動を行わないこと、当然自衛隊はちょっと横に置いといて、市民がそのような行動をしなければ要するに無防備地域宣言ができないということですんで、当然この条例が施行されたら、当然市長の役割も大きいですけど、市民がそのように行動しなければ全く意味ない。

　それが個人なのか組織なのかということも議論になりましたけれども、それはちょっと横に置いても、そのようにこれを市民に徹底して、それが最終的に市民の命を守ることになるかどうか。それ、市長、どのように考えますか。できるかどうかも含めてですね。

◎（市長） 正直なところ、市民一人一人の意識や行動が今どうであるかというのを問われますと、私自身もよくわからない部分がたくさんあると思っております。

　それは過去の歴史から見ても、やはり敵対行動が行われていたという日本の歴史もございますので、そういったところから見ますと、現在、市民の皆さんは平和を望み、多くの市民の皆様はそういう敵対行動はなさらないとは思いますけれども、確約はできかねると思っております。

　そういった意味からも、より平和について学んだり、そして平和について議論するということが大切だと思っております。

◆（杉山委員） すみません、ちょっと私の聞き方がまずかったんですけど、敵対行為というのは実際戦闘行為にならないようなことなんですけど、市民にとっては正当防衛、要するに自衛権の問題なんですね。自分の命をみずから守れるかどうか。

　手を上げて要するに一切抵抗しないという姿勢を示せば、無防備都市宣言として認められて命を守られるかもしれませんけど、実際わかりません。そのときに、一切抵抗しないで自分の身を相手にゆだねるということが行われなければ、これ意味のないことなんでね。それを市民一人一人に市長が徹底できるかどうか、これは大きなかぎだと思うんですね。そのことについて、市長はどのように思いますか。

　敵対行為というのは、今の尼崎市にとっては、戦争をしに行くんじゃなくて防衛、自分の身を守ることですからね。そのことについても含めて、ちょっともう１回答弁お願いできますか。

◎（市長） そうですね。申しわけございませんが、ちょっと御質問の、どういう答えを、どういうふうにお答えすればいいのかちょっと私よくわからないのでございますけれども、もう一度わかりやすく質問していただけますでしょうか。

◆（杉山委員） ちょっと、じゃ、第６条に書かれている－－これは市民発ですけども、市長が議会に対して議案として出したものなんでね。そのことを踏まえてちょっとお願いしてるんですけども、第６条に「無防備地域宣言等」と書いてありますね。

　それで、市長は武力攻撃が切迫している状況等においては、無防備地域の宣言を行い、紛争当事者及び国際機関に通告する、これは市長の役目です。

　ただし、その前提として４つ守らなきゃいけないことがあります。それが、軍用設備が撤去されているとかとあるんですけども、その中の先ほど言いました、当局または住民により敵対行為が行われないこと、軍事行動を支援する活動が行われないことですんで、これ、当局は当然、行政というかいろんな考え方あると思いますけど、住民、要するに市民ですね。尼崎市民に置きかえたら、敵対行為、要するにこれは敵対行為と書いてありますけれども、市民にとっては正当防衛、自衛権ですね。そういうことも踏まえた上で行われなければ、無防備都市宣言にはならないんですね。

　それには市民一人一人がそのような意識を持たない限り、絶対現実的にあり得ない話だと思うんです。ですから、そのようなことを市長はどのように思われますかと。

　実際この条例を施行して、市民に徹底して、そのような考えのもとしてもらわないと、せっかく条例施行したんですけども結局何もならなかったとなってしまうんで、この重みってすごく大きいと思うんですね。

　このことについて、市長の意見をちょっとお聞きしたいと思います。

◎（市長） この無防備地域宣言につきましては、戦争している相手方、それとか他の地域の人たちも多くが、例えば尼崎市が無防備地域宣言をしていて無防備地域なんだという認識をまず持ってもらえるのかどうかということも大きいと思っております。それが実際のところ難しいということは意見のほうで述べさせていただきました。

　そしてまた今御指摘の、市民一人一人が軍事行動を支援する活動をしなかったり敵対行為を行われないということは、現時点で私は尼崎市民全員がそうだという確信は持てておりません。もしかしたら思想信条によって、軍事行為を支援する活動をする人もいるかもしれないと思っております。

◆（杉山委員） あくまでもちょっと私の考え方は、軍事行動というのは、今の尼崎市の状況においては、みずからの命を守るかどうかの問題ですね。要するに自衛の問題なんですね。

　要するに、この無防備地域宣言を実際行うかどうかは、尼崎市が要するに戦闘地域になって、まさにそういうときは尼崎というか日本は他国から侵略されてる状況なんですね。そのときに戦争行為というか戦うというのは、みずからの命を守ることだと思うんですね。ですよね。そうじゃないですか。

　例えば、自分の家族が要するに危険な目に遭うときに、私たち無防備だからといって抵抗しない人もいるかもしれませんけども、自分の家族の命を守るという方もいるかもしれませんわね。そういう状況だと思うんですね。

　そのことについて市長はどう思われるかと。

◎（市長） もちろん、この私たちの地域が攻められているという状況のもとでお答えしているつもりでございますけれども。

　例えばですけども、思想信条によりまして、相手国の人たちに住居を貸したり食べ物を与えたりとかそういうことも含めて、軍事活動を支援するような活動というのが行われないとは言えないのではないかと思いますけれども。

◆（杉山委員） 今の市長の答弁、ちょっと大きな問題あると思うんですね。

　相手国が攻めてくるということは、日本にとっては専守防衛で、防衛しなきゃいけないんですよね。そして、国を守るということは当然自分を守ることでもあるし、当然自分の家族、兄弟を守ることなんですね。それを当然、国としては自衛官が行うものです。

　ただ、ここに書いてあるように、住民が抵抗してはいけないというときにそれが徹底できるかを聞いてるのであって、攻めてくる敵に対して食料を与えるということは、はっきり言って利敵行為であって、これは処罰の対象になりますよ。そのことは市長、認識されてますか。

◎（市長） 実際に過去のさまざまな戦争において、レジスタンス行為等も含めてさまざまな活動が行われているのは事実だと理解をしております。

　ですから、あくまでも想定でございますのでわかりませんけれども、すべての市民がどういう活動をしているのか、すべての市民の行動について把握することは非常に難しいと思っております。

◆（杉山委員） 市長の認識がそうであるならばそれで結構です。

　こういうことがありますね。この無防備都市宣言を、例えばですよ、尼崎市長が日本国政府の合意のないまま勝手に宣言をしましたということになると、敵国に対して軍事上の利益を与えようとしたということで、要するに自治体の首長が内乱罪や外患誘致罪、外患援助罪の容疑で処分されるんですね。処罰される可能性があると言われております。

　このことについて市長、どう思われますか。

◎（市長） 国の権限、そして基礎自治体の権限、それぞれに権限がございますので、その権限の中で平和について取り組みを進めていくことが一番重要だと思っております。

◆（丸尾委員） お忙しいとこえらいすいません。

　嫌なことも聞かなあかんのが役目の一つなんで聞かしてもらいますけれど、２点ほど。

　まず１点は、きょう閉会中の総務消防委員会が市長さん、あるということは御存じだっただろうと思うんですが、内容について、こういう審議をするということも御存じだったでしょうかとお尋ねしたい。

　もう１点は、市長がこの議案に対して、この宣言をしても何ら実効性を有するものでないと考え、条例制定に対する反対の意見を添えて本条例案を提案いたしますということで意見を添えられておりますが、その中で、実効性がどうもないと、有するものでないという裏づけには、先ほどから第６条の無防備地区とか無防備地域に当たるというふうなことで、この宣言を行う条例を制定する以上、まずこれらの条件を満たすことが尼崎市として可能であるかどうかについて検証する必要がありますということをおっしゃってますが、この検証する、可能かどうか検証することが自治体の長として非常に難しいという上の中での実効性が担保されないと理解さしてもうてよろしいですか。

◎（市長） 本日この議案が審議されるということは、当然でございますけれども存じておりました。

　そしてまた、２点目の実効性が担保されないというのは、意見の中でも申し述べましたとおり、無防備地域宣言につきましては基本的には国が宣言すべきものであるということ、そして国が宣言できない場合、無政府状態になったときだったとしても、尼崎市として無防備地域宣言を行う条件というものが４点ございますけれども、先ほど来皆様も御審議いただいておりますように４点ございますけれども、その４点について、基礎自治体では権限が及ばない。

　そして、そういう権限が及ばないことについて条例制定するということについては、法的にも法律を犯さない範囲の中で条例制定できるという、そういう地方自治法上の定めもございますので、そういった点からも非常に宣言の実効性がないと考えているということ。

　なおかつ、尼崎市は周囲も近隣都市と隣接しております。また、伊丹市には自衛隊の基地もあるということから考え合わせますと、非常に一地域、それも小さなこの地域の中で無防備宣言をしても、市民の命や財産を守れるという、そういう実効性が考えられないということで、実効性がないと結論した次第でございます。

◆（都築副委員長） 実効性の問題が先ほどからいろいろ議論されてます。

　先ほども国民保護法制の中で、いわゆる避難所とかに特殊標章を市長は交付する権限があって、当然そこは軍民分離が行われて、そこでは攻撃対象にならない、いわゆる非戦闘員がおるということに当然なってくるわけですけども、そういうことは国民保護計画の中では言われてて、当然そこは軍民分離が行われて戦争地域にはならない、非戦闘地域やということがないと実効性がないわけですね。

　今の言い方をしてくると、その部分も実効性がなくなってくる。国民保護計画で言ってる部分も。ということになるんですけれども、そこはどうなんですか。

◎（市長） 正直なところ、条例で無防備地域宣言を定めるということと、今御指摘いただいたこととは少し違うのではないかと思っております。

　条例で定めるということになりますと、国が先ほど来言っておりますようにその権限を基礎自治体に与えない、それは国の権限だと言っている部分と明らかに相反しますし、国民保護計画の中では国もそういう標章の条件というんでしょうか、それを明確に定めておりますので、内容的には違う部分だと思っております。

◆（都築副委員長） そうすると、条例で定めることはできないけども、実効性はあるということですか。

◎（市長） 無防備地域宣言をすること－－国民保護計画で言っている標章をつける、特別標章をつけて移動地域、移動するときの安全性を担保するということにつきましては、一定、実効性があると考えております。

◆（都築副委員長） 移動じゃなくて、避難地域を指定する。場所にもその特殊標章を張ることはできるわけですね。ということは、条例をつくるか、あるいは宣言をするかどうかということじゃなくて、実質的にそこは実効性があるということになりますけれども、そうではないんですか。

◎（市長） 建物に特殊標章を例えばですけどもつけて、その地域に、国が認めた上で、国が条件設定をした中でした場合には、実効性があると思っております。

◆（都築副委員長） 国が認める必要があるんですか。

◎（市長） どこでもその標章をつけられるわけではなくて、一定の条件整備があると理解をしております。

◆（都築副委員長） 国民保護計画の中では、市長にその権限があるとなっているわけですね。交付することがね。市長はそこで判断されるわけでしょう。ここはやってええと、当然できるべきやとなってきたら、そこは実効性のある、国が許可をするかどうかの問題ではないんじゃないですか。

◎（市長） 実際的に市民の安全を守って避難誘導する権限すべてについては、市長が責任を持つということになっておりますけれども、それも国民保護法、保護計画の中に位置づけられているものでございます。

　国民保護計画は、市でつくっております保護計画は、県の計画に沿うものとなっておりますし、またその計画は法律に沿うものになっておりますので、そういう意味からいいますと、縦系列でつながっていると思っておりますから、そういう意味でいうと、特別標章につきましては一定の実効性があるんではないかと思っております。

◎（総務局長） 国民保護計画に関するお尋ねでございますので、若干私のほうからも説明させていただきます。

　国民保護計画の中では、特殊標章、これは国のガイドラインやあるいは県の計画、これに基づいて定めているわけですけど、その中に確かに特殊標章等の交付、こういった部分が市長の権限として定められております。

　これらは国の一応ガイドライン、通知文等に基づき市長が要綱を作成した中で交付を実際にはしていくわけですけれども、この範囲、内容、これらについては確かに我々は厳密に国には確認しておりませんが、そうした中で今後、実際の交付に当たっては確認をしていく必要はあろうかとは思っておりますけれども、県なりの通知の中で我々が定めておりますのは、あくまで車両であるとか船舶であるとか航空機、あるいは場所という形で、いわゆるプレースですね、かなり限定されたものになってると。

　そうした中で、ジュネーブ協定に基づく無防備地区、あるいは今回条例の提案の中では無防備地域という表現をされておりますけど、これはエリアという中で、かなり広範囲な都市あるいは地域、こういったものになってこようかと思います。

　そういった広範囲のものを無防備地域として、あるいは地区として定めるに当たっては、当然それなりの権限を持っている、日本の場合でしたら政府あるいは防衛省、そういった権限のあるところの合意がなければできない。

　そういった中で、先ほど申し上げました武力攻撃等万一有事があってはならないわけですけれどもあった場合においては、そういった市民、あるいはそういったものを確保するために、一定の限定された場所あるいは施設、こういったものについてはそういったものを、標章をつけることによって確保することができると。こういった違いがあるものと認識しております。

　以上でございます。

◆（都築副委員長） 確かに一つは、広い地域であるかとか、それから狭い場所という限定があるんか知りませんけども、例えば狭い地域であってもその標章をつける軍民分離が行われて、その避難場所が非戦闘員がおるということになれば、当然そこは攻撃地にはならないとなるわけでしょう。それ、実効性があるというわけですね。実効性はあるというわけやね。

◎（総務局長） そのとおりでございます。

◆（都築副委員長） 広くなるとだめやということですね。

　考え方としては、広いか狭いかその部分というのは同じ考え方－－宣言するかどうかは別やで。別として、考え方としては、やはりその考え方そのものは、やっぱり軍民分離が置かれてここは攻撃したらあかんよと、無防備地域宣言と同じような内容を持つものじゃないですかということを先ほどから聞いてて、それが何か今でいうと、広さが違うから違うということになってるわけですね。それ以上のこと何か言うてます。

◎（総務局長） 確かに大きな考え方の相違がない面もあろうかとは思いますけど、あくまで先ほど申し上げましたように特殊標章というのは、標章、これをつけたものについては一定攻撃してはならないと。

　よく戦争映画なんかでも出てきますけど、トラックの上のところに赤十字のマークがついておる。ああいったような形で、施設の限定された、あくまで先ほど言いましたごく限定された場所、施設、そういったものについて標章、これをつければそういったものは攻撃してはならないですよと。こういったものが軍民分離の中で認められていると。

　そういった中で、一定の地域ということになってきますと当然標章、それをべたべたと全部つけていくわけにいきません。そういった一定の地域のものを無防備という形で宣言していこうとした場合については、それなりの権限がある者の合意がなければできないと、こういった形で理解しております。

◆（都築副委員長） 例えば、要するに軍民分離がどのように行われてるかというのが非常に大切になってくる。

　例えば、私に言わせると、立花行政区ではここ、小田地区ではこことかいうて結構広い範囲でぼろぼろあったら、それは可能ということになるわけ。

　要するに、軍民分離が行われれば、そこで非戦闘員がいる。そこについて、例えば自治体の長がここはもう戦闘員はいませんよということをやっぱりやってもらわなあかんわけですわ。沖縄の話じゃないけど、さっきのね。私らは市長に望むことはそれです。

　市長もこれまでの答弁の中では、いかなる場合にも住民保護を最優先にやってやっていくということを言ってきたわけやから、そういう意味では、僕は非戦闘員がおる場所、これをやっぱり市長がそういう場面になったら設定して、行政がやっぱりここはやっぱり戦争地域ではない、住民がおるということを明言して住民を守っていくという姿勢が要るんじゃないかというふうに思っとるわけですわ。

　そこはどうなんですか。その姿勢は変わらんねやろ。

◎（市長） 今までから申し上げておりますように、自治体の責務といたしまして、市民の命と財産を守るために最大限努力することが重要でありますし、そのために日ごろから平和運動や平和活動についても認識を高めて、市民の皆さんとともに平和のための活動を進めていく、勉強を進めていくことが重要だと理解しております。

◆（早川委員） 先ほど杉山委員の問いかけに対して市長が戦争に対する思いを語られたときに、多分、戦争が起こらない努力を地方自治体としても行っていくと御答弁されたように聞こえたんですけど、そういうふうに私たちは受け取っといていいんですか。

◎（市長） 尼崎市を挙げて戦争が起こらないような努力というのは、今までもしてきたと思っております。それは、平和都市宣言ですとか非核の宣言なんかもそうでございます。また国際交流や、それからさまざまな平和に対する支援というものについてもやってきておりますし、尼崎市においては比較的市民運動、市民活動の中でも、平和に対する取り組みというのは熱心にされていると思っております。

　以上でございます。

○（津田委員長） それでは、本案の取り扱いについて、各委員の御意見をお聞かせ願います。

◆（早川委員） 各委員と言われてもあれやねんけど、終わるんなら討論をさせていただきたいし、そうじゃない会派があるんでしたら会派での御意思を先に確認したほうが。各委員ごとに聞いていったら、討論してしもてから継続や言われても、「うち嫌や」言わなあかんとこやけど……。

○（津田委員長） そしたら会派ごとに聞いていきたいと思います。

◆（丸尾委員） ただいま、本日こういうふうに陳述並びに参考人審査ということで質疑をさせていただいて、非常に理解を深めたわけですけれど、この市民から出た議案ということについては、全部１条からずっとあるんですけれど、この中でもいろいろとなかなか難しいとこもありますけれど、だけど、うちの会派としては、できるだけこの市民が出された議案について慎重に審議をし、そして他の会派の人にもこういう形で議案の意図を生かしていきたいという努力を今後していきたいので、継続審査でやっていきたいと思っております。

◆（寺坂委員） きょう参考人招致初日であるということも踏まえて、新風グリーンさんと同じような形で、もうちょっときょうの出た質疑もまとめながら考えていきたいと思うので、継続でいいかなと思います。

◆（杉山委員） 継続で結構です。

◆（早川委員） ５人おる委員が継続言うたら、過半数超えてるから、もう継続でいいんちゃいます。

◆（都築副委員長） 継続で結構です。

◆（早川委員） 新風グリーンさんの言われたことがもうひとつようつかめへんねんけど、何らか、これをどうされたいと思ってはるのかが、何か意図があってのお話なんかどうかがわからへんねんけど、どういうことで言われてるんやろう。

◆（丸尾委員） 先ほども言いましたように、市民から出された議案を、本日はこういう形で質疑させてもうた中で、また市長さんに来ていただいて、市長さんの意見も聞かしてもうた中で、これを会派の皆さんによく理解してもらうためにも、会派の人に説明をして、そしてうちの会派の態度を決めていきたい。そして、この議案の意図をしっかりと踏まえて、議案を何とか、この市民から出された議案を生かせる形に努力したいということが会派の考え方でございます。

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

9月29日

（審査事件）

△議案第74号 「尼崎市を非戦の街に」市民平和条例について

　津田委員長から、本案については前回の委員会において質疑は終結していることから、これより討論に入るとの発言があり、討論の後、起立採決の結果、起立少数により、本案は否決すべきものと決した。

（発言の内容）

◆（早川委員） ７月に議会に上程され、市長から提出がされて、７月、８月、そして、きょうという形で、前回は陳述もされ、質疑もさせていただく中で、私どもとしては、今、憲法が本当に戦争する体制になっているのかどうか、そのことにやっぱり重点を置いて物事を考えていきたいと思っています。

　憲法第９条と憲法前文の中では戦争しないということを明確にうたっているというのを、地方自治体が憲法の規定を超えて戦時になったときの条例を持つことのおかしさといいますか、その矛盾をやっぱりきっちり解消していく、今、憲法が守られる国づくりをしていく、地方自治体づくりをしていくことが最優先課題だと考えています。

　１万2,000人を超える市民の方が平和条例を策定してほしいという願い、質疑を通じて、第７条の質疑をさせていただいて、尼崎市が今、総合的な平和施策についての策定について準備もなければ、点検もしていないという大きな問題を抱えていることについては、私どもも平和条例的なものをつくって、新たに平和の施策について市当局、そして市民とともに考えていきたいという思いは十分に持ち合わせています。

　ですから、私たちは第３条、４条、５条、７条の精神を生かした平和条例づくりを今後、議会としても進めていかなければならないと考えています。ですから、憲法の精神を生かすためにも、このジュネーヴ条約の非戦条項に基づく平和条例には賛成することはできません。

◆（丸尾委員） うちの会派も、この平和条例について会派で延々質疑をした中で、いわゆる第６条の非戦の街の無防備という形の文を非常に議論になりまして、その中で、この無防備条例で、この１万何がしかの市民の方がこういうふうに鋭意、議案として出していただいたことについては、平和を探求し、そして求めるということについての姿勢には評価をしておりますが、国民保護条例のこともかんがみながら、どうも無防備の都市ということについてのなかなか担保あるいは地方自治体の取り組みとして今現在、難しいんじゃないかというような意見も多々ありまして、私どもの会派としては意見がまとまらないということで、もう少し、この平和条例については個々の議員がそれぞれまた今後、これをきっかけとして探求し、研究するべき問題ではなかろうかという形になりまして、この条例案については、うちとしては了としないということでまとめて、終わります。

◆（杉山委員） うちの会派としても議論いたしました。平和、これは当然、私たち公明党も第一番にやっぱり考えている、党としても平和に対する願いというのは一番大きな問題ではありますけれども、この条例については議論しましたけども、有効性、現実的なものでは、今の現時点ではないということで、なかなか条例化して、市民に徹底して、それを実効化するのは非常に難しいだろうという意見になりました。

　以上でございます。

◆（都築副委員長） 会派として議論を一応まとめました。特に平和については、こういった１万何千人の市民の方が署名を上げて願っているという、そのことの意味も含めて、私たちは尊重してまいりたいというふうに思っています。

　第６条の関係で第１項の部分で、これが条例になじむ部分があるんかどうかというのは確かにありますけれども、ただ、やっぱり政策的には、こういう意図を持って市が平和に向けて、あるいは住民の保護について責任を持って最優先すべき課題だというふうに思っています。その意味では、確かにちょっと不備はありますけれども、この精神については大事にしていきたいというふうに思っています。

　それから、議論を通じて１つ思ったのは、尼崎市の平和施策について行政のほうの答弁について大変、私は不十分だというふうに思いました。いろんな部分でやっている努力はあるんですけれども、それがどうも集約されていないんじゃないかというふうに感じました。そのあたりは、市としてもやはりこの平和のまちづくりについてもう少し体系的にやっていただきたいなという気持ちがあります。そういったことで、この案については賛成ということでやっていきたいと思います。

　それから、もう一つ、避難場所の問題ですね。前回議論になりましたけども、私は場所の大きさとか小ささ、大きさの問題ではなくて、むしろ46万人の市民の安全を守るということになってくれば、武力攻撃が切迫しての状況においては特に大きな意味でのこの考えに沿ったような住民を保護する、地域を救っていくのも必要ではないかというふうに逆に思います。

　そういった意味で、この条例について我が会派は賛成をしていきたいというふうに思います。

　以上です。

◆（寺坂委員） 新政会としても、憲法の前文にあるように、平和を希求するという思いは何ら疑問を唱えることではありませんが、しかし、この条例案についてなんですけども、やはり軍事と外交という国の権限に属する部分に若干触れる、かつ地方自治法の部分で抵触するというような解釈もできるということから、なかなかこういうことというのは本市ではそぐわない、審議されるのもそぐわないような状態、また有効性、実施されたとしても有効的で効果的に本当に尼崎市民が保護できるのかという疑問がありますので、新政会としてもこの条例案に対しては反対させていただきます。

定例会　10月2日

【「尼崎市を非戦の街に」市民平和条例に関する部分のみ抜粋】
○議長（塚田晃君） 津田総務消防委員長。

　  （津田加寿男君 登壇）

◆１８番（津田加寿男君） 総務消防委員会を代表いたしまして、本委員会に付託を受けました条例案４件、補正予算案２件、その他の案件２件の計８件につきまして、審査を行いました経過の概要並びにその結果を御報告いたします。

　最初に、議案第７４号の「尼崎市を非戦の街に」市民平和条例につきましては、地方自治法第７４条第１項の規定に基づき、本市の選挙権を有する者の総数の５０分の１以上の連署をもって条例制定に係る請求があったことに伴い、同条第３項の規定により、市長の意見を付して付議されたものでありますが、７月１１日の本会議におきまして本委員会に付託されるとともに、条例制定請求代表者の意見陳述については本委員会において行い、その方法についても本委員会において決定することとされましたことから、７月２３日の本委員会におきまして、起立採決の結果、起立多数により条例制定請求代表者５人以内に３０分以内で意見陳述の機会を与えることと決し、また、異議なく条例制定請求代表者５人を参考人として出席要求をすることと決したのであります。

　次に、８月１９日の本委員会におきましては、意見陳述を行い、その後参考人に対し質疑を行ったのでありますが、参考人に対する質疑の主なものとしましては、委員から、平時から軍民分離を行うのは難しいと考えるがどうか。また、この条例案は法律に抵触するのではないかと考えるがどうかとの質疑があり、参考人から、本市には軍事目標となるものはないと思うので、この状態を維持し続けることが住民保護の精神に沿うものと考える。また、地方自治法においては、地方自治体が国防に関する事務を行ってはならない旨の規定がないことから、憲法の精神に基づき、住民の利益、安全、生命を守るために考えるべきであるとの答弁がありました。

　委員から、本市には製鉄やチタンをつくる会社など工業製品をつくる会社が密集しており、そういったものが軍事的な利用をされると考えるが、こういった会社については操業停止を求めたり、市外移転を求めたりするのかとの質疑があり、参考人から、現在ある工場の操業停止を求めたりすることは想定していないが、攻撃が差し迫ったときに、もし軍事的に使用されるものを製造している工場があるとすれば、操業を停止し、工場で働いている人には避難してもらい、そういった工場を除いて、市長が無防備地域宣言をすれば住民の安全は確保されると考えているとの答弁がありました。

　委員から、過去の歴史において無防備宣言をした都市が攻撃されたことがあるが、そのことについてはどのように考えているのかとの質疑があり、参考人から、過去において守られなかったからだめだということではなく、守られるように努力していくことが大切であるとの答弁がありました。

　委員から、無防備宣言を行っても、日本の場合は専守防衛であると思うが、戦闘状態になったとき、本当に抵抗しなくても自分たちの命を守れるのか疑問に思うがどうかとの質疑があり、参考人から、軍備によらない抵抗も十分可能であると考えており、占領違反している国に対しては、国際的な世論をもって追及していくという方法があり、戦争をなくしていく、違法化させていくということが重要であるとの答弁がありました。

　委員から、無防備地域宣言を行うに当たって、どういった相手国を想定しているのかとの質疑があり、参考人から、国民保護計画に関して、国等においても相手国を想定していない中で、特に特定の国を考えていないとの答弁がありました。

　委員から、国民保護計画においては、テロについて明記されているが、テロについてはどのように考えているのかとの質疑があり、参考人から、テロについては、ジュネーブ諸条約においては想定していないとの答弁がありました。

　委員から、憲法第９条の改正を懸念してこの条例案を提案してきたのかとの質疑があり、参考人から、憲法を守り、憲法第９条を堅守するという立場であるとの答弁がありました。

　委員から、国民保護計画における強制撤去の考え方と条例案第３条及び第４条に規定されている市民の平和的生存権と市の責務との関係はどのように考えているのかとの質疑があり、参考人から、ある程度の犠牲はやむを得ないが、市民のことも考えて事前に計画を立てておく必要があるというのが国民保護法であると思うが、それよりも、無防備地域宣言を行うことにより住民の命が守られるほうが積極的ではないかと考えているとの答弁がありました。

　委員から、自衛隊に対して、有事のときは市内の通行をとめるように言わなければ無防備地域宣言にならないと思うが、条例化したときにそういったことが本当にできると考えているのかとの質疑があり、参考人から、条例を制定すればそれで終わりではなく、条例を有効にするために、市民、行政が力を結集させていろいろな働きかけをする必要があると考えているとの答弁がありました。

　委員から、地方自治体が無防備地域宣言を行うことができないという国の見解があるがどうかとの質疑があり、参考人から、それは国の見解であり、法治国家だから国の決めたことにすべて従わなければならないかといえば、必ずしもそうではないと考えているとの答弁がありました。

　次に、当局に対する質疑の主なものとしましては、委員から、この条例案は、国の見解や法律と相反するところがあると思うがどうかとの質疑があり、当局から、条例案には、本来国の権限である無防備地域宣言を市長が行う旨の規定があるが、このことは国の所管事項を定めた地方自治法に抵触するものと考えているとの答弁がありました。

　委員から、条例案第７条に規定の平和のまちづくり基本計画についての当局の考えはどうかとの質疑があり、当局から、平和のまちづくりに関しては、総合基本計画においてうたっており、それに基づき、国際教育など平和に関する市民啓発等を推進していることから、条例に規定されている平和のまちづくり推進委員会等の設置については考えていないとの答弁がありました。

　委員から、総合基本計画に基づき、平和に関する施策を行っているとのことであるが、確認したところ、学校等で若干平和教育を行っている以外はほとんど実施されていないようである。こういった状況では、条例に規定して施策を行うべきと考えるがどうかとの質疑があり、当局から、確かに具体的な計画という形に落としては実施してはいないが、そのたび必要な部分について予算化して実施しているとの答弁がありました。

　委員から、武力攻撃事態から市民を保護する活動を定めている国民保護計画と条例案第３条は、矛盾しないと思うがどうかとの質疑があり、当局から、市民の平和的生存権を定めた条例案第３条の軍事または防衛に関する協力を強制されないという文言と国民保護計画に書かれている国民の保護に関する施策について強制されないという文言では趣旨が違うと考えているとの答弁がありました。

　委員から、無防備地域宣言を行っても実効性を有しないということであるが、そのことができなければ国民保護計画に書かれている特殊標章を掲げて、特定の場所を避難所にするということもできないということになると思うがどうかとの質疑があり、当局から、国民保護計画については国の法律に基づく計画であり、一定の拘束力はあると思っている。一方、無防備地域宣言については、軍隊に関する権限を持っていない地方自治体が行うことは難しいと考えているとの答弁がありました。

　次に、委員から、市長に対して出席要求があったことから市長の出席を求め、審査を続行したのでありますが、委員から、議案を提出するに当たって条例制定請求代表者と面談をし、意見を聞かなかったのかとの質疑があり、市長から、条例制定請求代表者とは、１月に市長室オープントークで４５分間意見交換を行った。その後、再度意見交換の要望があったが、日程的に厳しかったものである。いろいろな団体から意見の相違を埋めるため、面会の要望があるが、すべての要望にこたえることができないのが現状であるとの答弁がありました。

　委員から、もしこの条例が施行された場合、常日ごろから自衛隊に対して、無防備地域宣言を行ったので市内を通行しないでもらいたいということを言っていく必要があると思うが、そういったことは可能であるかとの質疑があり、市長から、戦争が起こったときに、市民の生命と財産を守ることが自治体の一番大切な責務であり、最大限の努力をする必要があると考えるが、自衛隊や国防に関する権限を一切持っていないため、無防備地域宣言を行ったとしても、相手国や周辺の人たちへも、それが有効であるという認識をされるかどうか考えると、実際的には難しいと考える。常日ごろから、日本が周辺の国とのコミュニケーションを図るなど、戦争が起こらないような努力をすることが大切であり、本市としてもできることはしていかなければならないと考えているとの答弁がありました。

　委員から、無防備地域宣言の実効性と国民保護法に基づき、市長が避難所等に特殊標章を交付することとの関係はどうかとの質疑があり、当局から、国民保護計画に基づく特殊標章の交付については、国のガイドライン等に基づき行うことになるが、特殊標章をつける範囲は、車両や船舶あるいは場所などかなり限定されたものになる。一方、ジュネーブ諸条約に基づく無防備地域は、広範囲な都市あるいは地域という形になることから、そういった地域を定めるのは権限のある国の合意がなければ行えないものと考えるとの答弁がありました。

　以上のような質疑の後、本案に対する質疑を終結し、８月１９日については、審査をこの程度にとどめることと決し、９月２９日の本委員会におきまして討論に入り、委員から、憲法前文と９条において戦争放棄をうたっている中で、地方自治体が戦時になったときの条例を持つことを疑問に思うとともに、憲法が守られる国づくりをすることが最優先課題と考える。また、本市が総合的な平和施策に関して点検等をしていないことは問題であり、今後平和条例的なものをつくって、平和施策について当局や市民とともに考えていきたいと考えていることから、ジュネーブ諸条約の非戦条項に基づく本条例案には、賛成することはできないとの発言がありました。

　別の委員から、１万人以上の市民が平和を探求する姿勢には評価しているが、会派で議論した結果、無防備地域宣言の実効性を担保することは難しいという意見もあり、会派としては意見がまとまらず、平和条例に関しては、今後個々の議員が研究すべき課題であるという形になり、本条例案は了としないとの発言がありました。

　また、別の委員から、平和については第一番に考えているが、条例化して市民に徹底し、実効性あるものにするには非常に難しいと考えるとの発言がありました。

　別の委員から、１万人以上の市民が平和を願っていることについては尊重したいと考える。条例案第６条第１項が条例になじむかどうかという議論はあるが、本市が平和に向けて、政策的にそういった意図を持って住民の保護について責任を持つことが最優先課題であると考える。本市の平和施策に関する取り組みは不十分であり、平和のまちづくりについて体系的に施策を行うべきであると考える。また、避難場所に関しては、指定する場所の広さの問題でなく、武力攻撃が切迫した場合、４６万人の市民の安全を守るために市民を保護する地域をつくっていくことが必要であると考えることから、本条例案に賛成するとの発言がありました。

　別の委員から、平和を希求することについて異議はないが、本条例案には、軍事・外交という国の権限に属する部分があり、地方自治法に抵触すると考えられる。また、条例化された場合に、本当に市民を保護できるのかという疑問があることから、本条例案には反対するとの発言がありましたので、本案は、起立採決の結果、起立少数により否決すべきものと決したのであります。

（略）

以上、報告終わります。（拍手）

○議長（塚田晃君） 委員長の報告は終わりました。

　委員長報告に対する質疑に入るのでありますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　質疑なしと認めます。

　これより討論に入ります。

　委員長報告に対する討論の通告がありますので、順次発言を許します。

　認定第１号、議案第７４号、同第８２号、同第８３号、同第８５号、同第７６号、同第９４号、同第９５号及び同第９６号について、広瀬早苗さん。

　  （広瀬早苗さん 登壇）

◆２０番（広瀬早苗さん） 日本共産党議員団の広瀬早苗です。提案された議案のうち９議案に反対する討論を行います。

（略）

　議案第７４号 「尼崎を非戦の街に」市民平和条例については、市民の直接請求により提案された本条例案には、ジュネーブ条約を根拠にして、無防備都市宣言を行う条項などを含んでいますが、これは戦争が起こったときに対応する措置を定めたものであります。会派としては、戦争放棄を定めた憲法９条を持つ日本の国として、今大切なことは、９条を変えさせないことであると考えます。憲法９条を持つ国の地方自治体で制定しようとする市民平和条例の中に、戦争が起こったときの措置を書き込む必要があるのでしょうか。よって、戦争が起こったときに、無防備都市宣言を行う条項などジュネーブ条約に根拠を持つ条項を含む本条例には反対します。しかし、この直接請求には多くの市民の平和の願いが込められており、会派としては、ジュネーブ条約に基づく文言、条項を除いた市民平和条例案を１２月議会に提案したいと考えております。

　以上で反対討論を終わります。（拍手）

○議長（塚田晃君） 広瀬早苗さんの討論は終わりました。

（略）

　続いて、議案第７４号について、弘中信正君。

　  （弘中信正君 登壇）

◆８番（弘中信正君） 会派虹と緑の弘中信正です。付託されました議案第７４号 「尼崎市を非戦の街に」市民平和条例の制定について、条例の趣旨に賛同し、会派を代表し賛成の討論をします。

　本条例は、有権者の５０分の１を上回る１万３,９１３筆の署名でもって住民直接請求として市長に提出されました。これだけ多くの尼崎市民が国際平和と憲法の平和主義の理念実現のために、憲法９条に掲げる戦争放棄と非戦平和のまちづくりに向けて、不断の努力を求めた条例に賛同され直接請求されたことに改めて敬意を表したいと思います。

　歴史でも明らかなように、戦争で最も犠牲になるのは当事国同士の市民です。その市民を守るべき立場の白井市長の条例に対する意見では、制定の目的である平和宣言をした自治体の市長のとるべき責務、平和を願う多くの市民の意思、その実現への基本計画への条項に何らその見解を示されず、尼崎市のみで無防備地域宣言の実効性があるか否かを論点に、市民平和条例に反対意見を添えて提案されたことは、市民の平和への願いや思いを甚だ軽視していると言わざる得ないと指摘しておきます。

　次に、本条例について賛成理由を述べます。

　この条例は、２本の柱から成り立っています。１つは、平和憲法を守り、市民が犠牲となる戦争そのものが起こらない努力と活動を市民とともに地方自治体の責務とすること。もう１つは、突発的に戦争に出る武力攻撃が発生しそうな、あるいはした場合、戦争から市民を守る手段として相手国や国際機関、政府に無防備地域宣言をすることを取り決めていることです。

　まず、前者については、付託された総務消防委員会では、平和を希求する点で各議員から一定の理解も示されたと考えます。この７月には、東京中野区に続き、千葉県我孫子市では、我孫子市平和推進条例が制定されました。悲惨な戦争を知らない世代が多数を占める中で、核兵器廃絶平和都市宣言や世界平和都市宣言が紙切れそのものに終わることなく、自治体としての平和を守る責務と確固とした継続性のある平和推進を事業として取り組むべく条例を策定しました。本条例がそのような内容を含んでいる点で賛成です。

　次に、市長反対意見である無防備地域宣言は実効性がないとしたことについて意見を述べます。

　１つは、無防備地区と規定したジュネーブ諸条約第１追加議定書５９条には、その無防備地域は非軍事行動や移動、軍事関連施設の排除、住民の敵対行為がされないという４つの条件が満たされることになっています。しかし、国家間の戦争では、隣接する自治体が非宣言地区で戦闘地域にある場合、権限が及ばないということで尼崎単独で無防備地域宣言をしても市民を戦争被害から守れるのか、実現性には甚だ疑問だとして反対しておられます。４条件は、あくまでも軍人や軍事施設と民間人が分離されているかどうかが大事なのであって、尼崎市全域でなくても特定地区を無防備地区として規定することは可能です。また、軍との合意を得る必要があるとしていますが、当然、市長権限で市民を守るために、軍と合意を求めるべきです。日本政府は、イラク戦争において、戦争当事国で戦闘地域と非戦闘地域の区分ができることを公に認める発言もしているからです。

　次に、武力攻撃事態の予測も、その対処も、第一義的に国の権限としていますが、国民保護計画では、国からの指示がなくとも市長の判断で緊急対策設置や対処ができるとしています。さらに、市民避難誘導に自衛隊も当たるので軍民分離ができないとして無防備地域宣言の効力がないとしています。しかし、国民保護計画にあるように、武力攻撃においては、自衛隊の任務は我が国への侵略を排除するための軍事活動を行う。つまり優先されるので、避難活動などの住民保護の自衛隊派遣要請は、その活動に支障を来さない範囲でとしています。つまり、政府見解は、戦時下では自衛隊は戦闘員であって、住民保護は期待できず、自治体管轄の責任である消防、警察などが主としてするとして考えられます。その点で４条件を満たす宣言は可能です。

　さらに、非軍事の４条件が満たされなくてもジュネーブ諸条約第５９条の５では、赤十字国際委員会などの国際的な人道機関の仲裁などによって、地区を支配する者、つまりは市長などの直接的な外交によって戦争相手国や国際機関に対して無防備地域宣言を通告し、合意をすれば可能であるとしています。つまり、４条件がなくても自治体の首長の責任で、外交レベルで相手国や国際機関に非武装無防備地区宣言は可能ですし、それによって市民を戦争の被害から守ることができるのです。

　市長、例えば友好都市の締結は日本の政府の許可がないとできないのでしょうか。外交はすべて国の専管事項ではないのです。

　３番目に、市長の結論である無防備地域宣言は国が行うので地方自治体はできないという国の見解を漫然と受け入れていいのかということです。沖縄の米軍普天間飛行場のある宜野湾市の伊波洋一市長は、イラク戦争派遣の海兵隊輸送ヘリが市内の沖縄国際大学に墜落した事件で日本政府を相手にせず、直接アメリカ上院・下院の議員、国防省に基地の実情を訴えて基地返還を前進させました。公費での訪米が議会で否決されたために、市民カンパで訪米したことは余りにも有名な話です。前岩国市長の井原勝介氏は、米空母艦載機の厚木基地からの岩国への移駐に政府の国防政策に従わず、住民投票で賛否を問いました。労働省官僚出身にもかかわらず、井原前市長は、住民自治での合意を日米軍事同盟の国防施策に優先したのです。いずれも国と対等の地方分権を主張する首長です。住民投票も含めた住民合意があれば、無防備地域宣言も可能です。

　最後に、日本は島国です。戦争による武力攻撃やテロがあっても、他国の安全区域に避難民として移動することもできません。ならば、国民保護計画での避難実施マニュアルを拡充し、自治体として市内全域ないしは安全区域の場所を設定し、自国や戦争相手国に通告し認めさせ、戦争犠牲者になろうとする市民を守ることは当然の責務です。自衛隊や国防の権限は地方自治体になくとも、非戦、非軍備の平和安全地帯を政府や相手当事国にも認めさせること、そしてその安全地帯を国際法であるジュネーブ諸条約に規定される避難方法を示す国際マークである特殊標章を無防備地域宣言の通告とともに自宅や公共施設初め、市民が集うあらゆる場所に掲示すれば、まさにそこが無防備地域として宣言できる場所なのです。

　本条例を検証すれば、国際法に基づいて実効性が可能だとして賛成をしたいと思います。どうぞ御同意よろしくお願いします。（拍手）

○議長（塚田晃君） 弘中信正君の討論は終わりました。

　以上で通告者の討論は終わりました。

　これをもって討論を終結いたします。

　これより採決に入ります。

　最初に、議案第７４号を起立により採決いたします。

　本件に対する委員長の報告は否決でありますので、原案について採決いたします。

　本件は、原案のとおり決することに賛成の諸君の起立を求めます。

　  （賛成者 起立）
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